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第１５号の発刊にあたって

東京都立高等学校教頭会長

鈴木國夫

平成１１年９月６日（月）に東京都立教育研究所において行なわれました東京都教育委員主催、都

立高等学校教頭研究協議会の報告書第１５号をお届けいたします。

本年より諸般の事情で研究協議会は半曰となりましたが、当日は午後１時１５分から４時４０分ま

で全日制教頭２１４名、定・通教頭１０４名を参加対象として、都立高等学校の全教頭が一堂に会して

の研究協議会を無事終了することができました。

今年は「都民の期待に応える都立高校の創造一開かれた都立高校を目指して－」を中心主題とし、

全体会では講話・講演を通じてこれからの都立高校の改革・改善を図る視点を新たにするとともに、

人権尊重教育に関する識見を高めるものでした。分科会では６分科会で当面する教育課題について

それぞれ提案に基づき研究・協議を行いました。

先生方には既にご案内の通り当曰は各分科会の研究協議の一層の充実を期して、全・定・通教頭

会より発表資料としてそれぞれ研究集録が発刊されております。しかし、当日の都教委の先生方の

講話・講演については活字としての刊行物は発行されません。従ってご指導戴いた内容を反詞した

り確認するための資料としてこの報告書が極めて大切なものと考えております。

又、併せて各分科会における指導助言の先生方の深い実践に基づいた貴重な指導・助言を掲載し、

それに基づいて各研究部会の考察を一層深めて指導し直したものがこの報告書です。

「第３の教育改革の時代｣と言われる現在、教頭は広い視野を持って、校長を補佐し、行政と一体

となって教育課題と取り組むことが一層重要です｡この報告書がそのための一助となれば幸いです。

最後に、第１５号の発行に際してご協力戴きました多くの先生方に心から感謝申し上げます。

東京都公立高等学校定通教頭会長

鈴木敏夫

平成１１年９月６日（月）に東京都立教育研究所で教頭研究協議会が開催されました。全日制教頭

216名、定通教頭１０４名計３２０名が一同に会し、研究協議を行う年一度の機会です。本年度は「都

民の期待に応える都立高校の創造一開かれた都立高校を目指して－」を研究主題として、６分科会

で研究協議を行いました。本年度は午後からの研究協議会になったこと、定時制通信制が６委員会

から５委員会になったことが例年と異なるところです。時間は短くなりましたが、研究協議は中身
の濃いものでした。

全体会では指導部高等学校教育指導課長佐藤徹先生のご挨拶と「開かれた学校づくり」について

の講話、学務部高等学校教育課長大崎徳三郎先生から「学校を取りまく学務部の課題」のご講演を、

指導部高等学校教育指導課主任指導主事加藤明先生から「人権尊重」のご講演をいただきました。

短時間ではありましたが、これからの都立高校の管理職としての教頭の果たすべき役割を述べられ

ました。新学習指導要領への取り組み、人事考課制度の導入、入学式卒業式の適正化、都立高校改

革計画、学校運営連絡協議会、機械警備の導入等、課題が山積しております。ご指導いただきまし

た先生方に厚く御礼申し上げます。

最後になりましたが、この研究協議会の準備、運営でお世話いただいた指導部指導主事の先生方
に心から御礼を申し上げるとともに、この冊子の編集に携わった先生方に感謝申し上げます。
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平成１１年度都立高等学校教頭研究協議会実施要領

１．趣旨

時代の進展や地域社会の実態、生徒の特性などに応じた倉'1意と工夫のある教育活動を展開すると

ともに、都立高校改革推進計画を踏まえ、都立高等学校の個性化・特色化を図り、都民の期待に応

え得る高等学校教育を推進するため、当面する教育課程についての研究協議を行い、教頭としての

識見を高め、各都立高等学校の学校運営並びに教育指導の充実に資する。

２．曰時

平成１１年９月６日（月）１３時１５分～１６時３０分まで

３．会場

都立教育研究所

４．参加対象

都立高等学校教頭

内訳

３１４名

全日制課程２１４名（副校長・舎監長を含む）

定時制・通信制課程１０４名

内容

（１）中心主題都民の期待に応える都立高校の創造

一開かれた都立高校を目指して－

５．

（２）全体会講演を通じて、これからの高等学校教育の改革、改善と発展を図る視点や発想

を新たにするとともに、人権尊重教育を踏まえた学校経営に関する識見を高める。

（３）分科会当面する教育諸課程について６分科会を設け、提案に基づいて研究協議を行う。

第１分科会・・・これからの学校経営・運営について

第２分科会・・・学校の管理・運営の活性化について

第３分科会・・・教育課程編成上の課題について

第４分科会・・・新しい高等学校像について

第５分科会・・・生徒指導における人権尊重のあり方

第６分科会・・・生きる力を育む生徒指導の充実
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６．時程
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時程 内容

１３時００分～１３時１５分 受付（資料配布）

１３時１５分～１５時２０分

分科会

第１分科会講堂

第２分科会第３研修室Ａ

第３分科会第３研修室Ｂ

第４分科会第４研修室Ｂ

第５分科会第４研修室Ａ

第６分科会第７研修室

１５時２０分～１５時３０分 休憩

１５時３０分～１６時３０分

全体会（司会）山口正光（全日制教頭会副会長）

（１）開会の辞

戸谷賢司（定時制教頭会副会長）

定・通教頭会会長鈴木敏夫

（２）指導部挨拶

指導部高等学校教育指導課長佐藤徹先生

（３）講話

学務部高等学校教育課長大崎徳三郎先生

（４）人権尊重の話

指導部主任指導主事加藤明先生

（５）閉会の辞

全日制教頭会会長鈴木國夫

１６時３０分 閉会



平成１１年度都立高等学校教頭研究協議会運営委員名簿

‐５‐

役員 所属校 氏名 備考（学校電話）

全
曰
制

会長

教頭会副会長

教頭会畠リ会長

管理研

部長

第１委員長

第２委員長

高校研

部長

第１委員長

第２委員長

生徒研

部長

第１委員長

第２委員長

深川

府中

中野工業

田無

調布南

調布北

大森

羽田

高島

南葛飾

玉川

南野

鈴木國夫

u」口正光

齋藤信一郎

新妻紘

平山｜||頁
￣

綿田直樹

小林淑訓

武山洋二郎

野志兼夫

大澤紘
▲

橋本謙

栗岩
、．□二

i(旱
‐

03-3649-2101

042-364-8411

03-3385-7445

0424-63-8511

0424-83-0764

0424-87-1860

03-3753-3161

03-3742-6533

03-3938-3125

03-3691-8476

03-3700-4110

042-374-1630

定
時
制
・
通
信
制

会長

教頭会副会長

教頭会副会長

教頭会昌']会長

研究部長

研究畠リ部長

第１委員会委員長

第２委員会委員長

第３委員会委員長

第４委員会委員長

第５委員会委員長

池袋商業

小１１１台

蔵前工業

農産

荻窪

大山

新宿

上野忍岡

両国

武蔵

南多摩

鈴木敏夫

土肥信雄

戸谷賢司

松井昭夫

星野秀文

藤原成憲

澤海富保

内田和博

島田悦郎

柴田英男

小暮正禾１１

03-3916-3071

03-3714-8155

03-3862-4488

03-3602-2865

03-3392-6436

03-3958-2121

03-3354-7411

03-3841-7916

03-3631-1815

0422-51-4554

0426-42-2431



教頭研究協議会運営組織表

－６－

世話人

全体 鈴木國夫（深川・全）鈴木敏夫（池袋商・定）

第１分科会 平山順
￣ (調布南・全）澤海富保（新宿・定）

第２分科会 綿田直樹（調布北・全）内田和博（上野忍丘・定）

第３分科会 武山洋 今 郎（羽田・全）島田’悦郎（両国・定）

第４分科会 野志兼夫（高島・全）柴田英男（武蔵・定）

第５分科会 橋本謙（玉川・全）

第６分科会 栗岩淳 (南野・全）ノI、 暮正利（南多摩・定）

編集 齋藤信一郎（中野工・全）星野秀文（荻窪・定）

責任者（上段）・記録（下段）

全体 山口正光（府中・全） 戸谷賢司（蔵前工・定）

第１分科会
平山順

▲ (調布南・全）

町田昶（保谷・全）
澤海冨保（新宿・定）

第２分科会
新妻紘（田無・全）

竿田豊（向島商・全）
内田和博（上野忍丘・定）

第３分科会
。、 林淑訓（大森・全）

吉田定良（赤羽商・全）
島田’悦郎（両国・定）

第４分科会
野志兼夫（高島・全）

山下敬緯子（大泉学園・全）
柴田英男（武蔵・定）

第５分科会
橋本謙（玉)１１．全）

内田志ず子（砂川・全）

第６分科会
小林勝（松が谷・全）

渡部静夫（忠生・全）
小暮正利（南多摩・定）

全体会．司会

山口正光（府中・全） Ｐ 谷憲司（蔵前工・定）



全体 会

あいさつ

指導部高等学校教育指導課長・・・・・・・・・・・・佐藤徹先生

講話

「学校を取り巻く、学務部の課題」

学務部高等学校教育課長・・・・．．・・・・大崎徳三郎先生

「人権尊重の話」

指導部主任指導主事・・・・・・・・・・・・加藤明先生

あいさつ

東京都公立高等学校定通教頭会・・・・・・・・・・・鈴木敏夫会長
東京都立高等学校教頭会・・・・・・・・・・・鈴木國夫会長

司会・記録

司会

記録

山口正光（全・副会長）

齋藤信一郎（全・副会長）

戸谷賢司（定・副会長）

星野秀文（定・研究部長）
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全体会挨拶

教育庁指導部高等学校教育指導課長佐藤徹先生

教頭先生方、本曰は平成１１年度の都立高校の教頭研究協議会でお忙しい中、大変熱心な協議を続
けて頂きましてありがとうございます。

私の方から一言、ご挨拶を申し上げます。今、鈴木教頭先生のお話にもございましたように、こ
の協議会は、教頭先生方が学校運営上の課題の解決を目指して、全定併せて全ての教頭先生方がお
集まりになって、年一度研究協議を行うと言う、大変意義深い機会でございます。本年度は、実施
の形態が変わりましたが、このような研究協議を続けて頂くと言うことは、教頭先生方が校長先生
の下にあって、教職員の先頭に立って学校改革を進めて頂くと言う立場から、弛まぬ研鑛を是非し
て頂かなければいけないと言うことで、大変意義ある会だと思っております。
今、色々学校の改革が言われております。第一次、第二次実施計画が出されましたけれども、そ
の対象になっていない学校も含めて、課題のない学校はありえないと思っております。それぞれの
学校で何らかの課題があるわけですから、教職員に対して、この課題を明確に示して、その解決の
方向を指し示して行くと言う役割を是非、教頭先生に担って頂きたいと思っております。また、閉
鎖的だと言われる教職員に対して、やはり一番外の風に当たっていらっしゃるのは管理職の方です
から、その世間、都民がどのように高等学校を捉えているのか、何を問題にしているのかと言うこ
とに敏感になって頂いて、それを日常接している教職員に対して伝えて頂くと言うことも教頭先生
方のＲ常的な大変大事な仕事であると思っております。

都民の理解を得て教育活動を進めると言うことは、今後の都立高校の教育にとって大変重要なこ
とでございます。本Ｒの研究のテーマにもございましたように「開かれた学校づくり」と言うこと

の意味を、今一度十分に考えて頂いて、今後の教育活動を進めて頂きたいと思います。そういう意
味で最近、気が付いた、具体的なことをいくつか申し上げたいと思います。
先ず、ちょうど、昨年もこの場で、この教頭研究協議会がございました。その際に、中島教育長、

指導部長、私、主任指導主事と挨拶をした訳ですが、この四人が共通して取り上げていたのは「国
旗・圧1歌」の指導の問題でございました。その時には、ご案内の昨年の１１月の「通知文」が出され
る前でしたが、国から色々な指導が私共にございましたので、これは、今までのような指導では済
まないと言うことで、そのような形で四人が回じテーマについて話すと言うことを致しました。し
かし、今年は、もう敢えて同じようなことを言うつもりはありません。

これは、もう昨年とは格段と状況が厳しくなって来ているということだけを申し上げて、後は「や
るか・やれないか」と言う問題だけだということで、私共はそれなりの覚悟を持って、この事業を
進めていく積もりです。是非教頭先生方も、秋から周年行事等を控えている学校もございますが、
あらゆる機会を捉えて、このことについては教員職に対して、お話をして頂きたいと思います。
次に、服務関係、特に指導部の所管部門で教頭先生が関わる服務関係のことです。例えば、今年
から生指研等の研究協議会のあり方が変わりましたけれども、教職員に対する出張命令は教頭先生
が川されるということで、私共に「欠席をする」という届を川される場合、教頭の責任で言われる
訳です。その理由が、どのような理１１１であるかということを、１－分に吟味した上で、私共に川して
頂きたい。とても、「理由」にならないと思われるような「理|Ｕで教頭先生が言って来る場合もあ
ります。その辺については、’一分に研究協議会の意義を踏まえて、教職員に対する指導をお願いし
たいと思います。

それから継続研修の計画書や報告書についてです。これも私共の万でチェックをして、不備なも
のについてはご連絡をしておりますが、学校によっては三つの学期続いて不備を指摘される、これ
は、当然、第一次的には教頭先生が見ていると思うのです。一体どういうチェックをしているのか
と首を傾けざるを得ないという学校がございます。この辺も服務に当たる教頭先生として、是非留
意頂きたいと思います。

それから、時間割の問題で、これは、お蔭様で昨年度から実施して、今年はかなり定着して参り
ました。しかしながら、ある全日制高等学校で、全曜日に授業を割り振っていたが、教員がその時
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間割を勝手にチェンジしてしまって、－曰空けるというような時間割を管理職も知らない内にやっ

ていたということがありました。それを発見したのは、教室を巡回していた教頭先生でしたが、そ

れを正すということで、私共の方で厳重に指導いたしました。そういうことも、適正にして頂くこ

とが教頭先生の大事な役割でございます。是非宜しくお願いしたいと思います。こういう細かいこ

とばかりを言うと教員のやる気を削く゛と思われるかも知れませんが、これはこれとして、先程の都
民の立場から、やはり正すべきものは正して頂きたい。

一方で、例えば、教育課程という面で見れば、これは、是非教員の創意工夫、自発性というもの

を深めて、教職員に色々な工夫を考えさせ、先程課題のない高校はないと申し上げましたが、自校

の課題は何か、特色は何かということを捉えて、その自校に相応しい教育課程を編成していく、そ

の知恵を出させるということを、是非教頭先生がリーダーシップを発揮して指導して頂きたい。

ご案内のように都立高校については、例えば石原知事が「もっと都立高校を色々な所から通える

ようにしたらどうだ」とおっしゃっているような意見もございます。そうなった時は今以上に、都

立高校が色々な地域の方から選ばれることになる訳です。その時に自分の学校は、何をもってセー

ルスポイントにするかということを明確にしていないと､その学校をＰＲしていくことは出来ない。

やはり、その根本は教育課程であろうと思っております。

そういう意味で、例えば指導主事の訪問を是非要請して頂きたい。そして、是非校内で教育課程

の研究・研修をして頂きたいと思っております。これも学校によって、要請の数が多い所と少ない

所が極端に分かれております。教育課程について工夫や改善をするため、学校により大きな裁量権

が認められつつあるという状況の中で、色々な`情報を集めて適正な教育課程を編成するための'情報

を持っているのは、やはり指導主事です。指導主事を是非活用して頂きたいと思っております。

それから、最後に「開かれた学校」についてですが、私共の方で昨年から「授業公開｣、「学校運

営連絡協議会」を実施しております。ある高校受験の業者が出しているパンフレットがたまたま手

に入ったのですが「東京・千葉・埼玉・神奈川の公私立の高校の学校参観の案内」というパンフレ

ット、こういうものが、今、中学生の保護者や子供達には出回っていると言うことを、先ずお知り

置き頂きたい。この中に各学校の学校参観・学校説明会・文化祭・体育祭の日程等が全部書いてあ

ります。この東京都内の私立高校と都立高校を比べて見た時、学校参観の場合ですと都立高校の場

合は、期日を特定しないで、学校と相談して欲しいというような、そういう暖昧な言い方が多い。

私立の場合には期曰をはっきり特定して、かなりオープンで通年的に公開しているという点がござ

います。それに比べると都立の方は、腰が引けていると言う感じが否めません。この辺も、学校が

選ばれていくという流れがございます。学ぶべきところは私立からも学ぶべきところがあるのでは

ないかと思っております。

それから「学校運営連絡協議会」につきましては、これはお蔭様で延べ２８校で実施しております

が、大変好評でございます。是非、これを拡大するようにというご意見もございます。実施につい

ては色々問題もございますが、実施校の管理職の校長先生、教頭先生からも、ご意見を頂いて改善

をして行きたいと思っております。世間がやって欲しい、やるべきだと言うことに対して、「いずれ

はやるのだから、まあその内に」というような腰の引けた対応をしていると、都立高校は何をして

いるのかと、本当に言われかねないのが現在の事'情です。

教頭先生が、そういう意味では問題意識を持って教職員を指導していくことが本当に大切です。

色々お願いばかりでございますが、困った時には、是非また指導部にご相談を頂いて、私共と一緒

に協力して事業を遂行して頂ければと思っております｡先程の鈴木教頭先生のお話ではないですが、

本当に教頭先生方にとってはこれからも大変な時期ですが、こういう時期を乗り越えていくという

のも、一つの運命、定めと言いますか、こういう時に管理職になられたということですから、それ

を是非くぐって立派な校長先生になって頂きたいと思っています。

生徒の就職を担当する先生方の中には、経済不況の中で高卒者の就職が困難を極めている現状に

おいて、さまざまなご意見がおありであるということは、よく存じ上げておりますが、不合理な差

別の解消を図ることは都立高校における教育の根幹にかかわる事であります。また各学校の対応を

関心を持って見守っている関係者も多いということを充分ご理解いただき、所属職員や生徒への趣

旨の徹底について、宜しくご配慮下さるようお願い申し上げます。
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人権尊重の教育に関しましては、この他に、指導部に寄せられる苦情や抗議の多くが、「指導」や
「評価」に関連して、生徒の人権にかかわる内存のものが、相変わらず少なくありません。
明日の「第３回生指研」での協議の主題を「情報公開と生活指導の在り方」と致しましたのも、

最近のこうした事案が多発していることをf'三活指導主任の万々にも、認識していただきたいという
狙いもございます。

特に生徒や保護者との関係がこじれた場合は、管理職が教職員に対して、それまでにどのような
指導をいつ、どのように行なっていたかが、必ず問われることになります。従いまして、職員会議
等で校長先生や教頭先生が教職員に対して行った指導や指示等は必ず記録して置くことが大切です。
また、校内巡視の際の掲示物や落書き等の点検、生徒や保護者宛の文書、同年行事の際の記念誌

の原稿の点検にも充分、ご配慮いただきたいと忠います。以卜、時間もございませんので、幾つか
焦点化してお話を致しました。教頭先生方には、さまざまなＲ常の業務の中で、日々頭を痛めるこ
との多いことと存じます。どうか、恩いあく゛ねることがおありの際には、ご遠慮なく学区担当の指
導主事に、お声を掛けていただきたいと思います。我々、高等学校教育指導課の指導主事は、その
ために居る訳でございます。むろん、直ぐにはお答えⅢ来ないことの方が多いかと思いますが、ご
-一緒に号えさせていただきたいと思っております。宜しくお願い致します。これで私の話は終りま
す。有難うございました。
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講話「学校を取り巻く、学務部の課題」

学務部高等学校教育課長大崎徳三郎

はじめに

学務部高等学校教育課長の人崎とＩＩ１します。ご案内には「講話」ということが書かれてあります

が、学務部の万から、是非教頭先生方にお願いしたいこと、お願いばかりで恐縮ですが、それから

ご支援．ご協力を頂きたいこと、その他諸々、こういう折角の機会でございますので、ご説明をし

てご協力を頂きたいということで参じました。努めて明るい話題をと思っておりますが、あまりそ

ういう適切な話題がなくて、幾つかのお話をさせて頂きます。

冒頭のご挨拶にもございましたが、今、学務部の課題ということで、先ず、一点Ｒは高校就学計

画、「公私連絡協議会」のことです。「１２年度の就学計両」というところを、現状を先ず説明させて

頂きます。それから二点曰に「第二定例会」での知事の幾つかの発言でも、色々、取り沙汰されま

したが、学区制の問題ですとか、競争原理というのでしょうか、そういうことの提言がございまし
た。その「入選制度」についてです。第三点が「高校改革」ということで、「第二次の計画」を今策

定中ですので、その現状についてです。その他、「クラブ活動費」の減ということもございます。ま
た、学校経営関係で「企画調整会議」の定着等、そういうところをざっと、時間２０数分間でござい
ますが、ご説明をさせて頂きたいと思います。いずれも、時期が来れば文書で皆様の万に、ご説明

なり情報として流れることと思いますので、今日は概略に就いてご説明させて頂きます。

１就学計画について

先ず皆様の各学校での募集定員の基礎となるもので、「就学計画」というものがございます。「就

学計画」につきましては、皆様ご存じの通りだと思いますが、東京都の特殊性でしょうか、今まで、
公立と私立が協力し合って、東京都の高等学校教育を実施してきた経緯がございます。東京都の場

合は、学校数においても、受け入れの人数についても私学が非常に大きく、人Ei的に言えば６割が

私立というのが現状でございます。そういうことから、公私の分担比率をどのようにするのかとい

うことを、学務部と「公私連絡協議会」の構成員である、私立中学高等学校協会と総務局という三

者で、今調整しているところでございます。

ご案内のように計画進学率については、LlL1進対、その他の調査結果をもとに９６％と規定してござ
います。それを現在は、長期計画と言うのでしょうか、昭和６０年に合意したことですが、公私の間。

で減少期に人って、都立と私立で概ね５６対４４ということを基点にして、毎年調整比を算定しなが

ら分担をしていくというのが、今までの経緯でございました。この公私の分担比につきましては、

現在、実績率その他を加味して５９．６対４０．４という形で、11年度につきましては分担比率を設定し
たところです。１２年度につきましては、現在、ＬｌＬ１高協会と総務局と私共教育委員会と二者で協議し

ているところです。概ね１０月の始めぐらいには、何とか煮詰まるのではないかと思っております。

今の論点は、過去にもいろいろございましたが、私立が受け入れ分担より、大体４，０００名少なく、

都立は１，５００名程上回っております。その辺はいろいろ議論がされておる所です。「都立は定員管理

をより厳密にするべきだ」ということが私学から言われておりまして、私共は「私学は曰標を達し

ていない状況があるので、私学の万で、定員通りに採って欲しい」という要望を強くＩＩＬ入れてい

るところで、只今、調整中ということでございます。

それから、この公私の分担比率の場合、昨年平成11年度迄は中長期的な合意、Ｆ|標というものが

ありました。それが５６対４４という比率だったのですが、これが11年度に期限が切れます。これか

らの長期的な中卒者の減少傾向の中で、どのように分担していくのかという新しい中長期：計両、月

｜

｜
■
■
■
■
■
■
二

■
■
■
■
■
■
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標の決定が－つ残されております。それについては、今のところ合意の到達には遠いかと思ってお
りますが、精力的に詰めている所でございます。

２入選制度

就学計画に基づきまして、各学校の募集定員が決まって、これから入学選抜の具体的な作業に入

って行く訳でございます。その中で、入学選抜制度関係の何点かについて、現在、学務部、東京都

教育委員会として考えているところを申し上げます。一つは、入学者選抜方法につきましては入選

検討委員会その他で、さまざまに検討して参りました。先ず「学区制の見直し」がございます。こ
れは、新聞その他でも報道され、また委員会からも各関係の方面には、既にご説明もしたと思いま

すが、簡単に述べますと、教育委員会の今の考え方として、平成１２年度は、現行の学区制は維持致

しますが、各学区の周囲に設定されております、四つの隣接学区の指定というものを外します。す

べて他学区ということにして、島を除いて、都内全域から受験出来るようにする。また、他学区か

らの各高校の合格者の限度枠は、原則として２割、学校によっては４割まで認めるというのは、今

と同じでございます。これは、１２年度より実施したいということでございます。

弾力化を進める場合に、これもよく言われておりますが、一層の個`性化・特色化を進めたい。そ

れから学区を越えた、生徒の学校選択幅を一層拡げる必要が有るということです。もう一つは公共

の交通機関の整備が進んで、都内の相当部分からの通学が可能になってきています。各関係機関、

都立校長会等の調査によりましても、学区の拡大、隣接学区の拡大、自由化等につきましては検討

すべきであるという声も多いと言われます。平成１２年度は今までの隣接学区制度と、それ程、変わ

らないかなと思いますが、学区制に弾力化を図るという方向で臨まして頂くということでございま

す。

これにつきましては、確か、第二定例会の時、石原知事がこういう発言をされております。「都立

高校の質を高めて行くために、学区制の見直しに向けた取り組みを進め、生徒が都内全域の学校を

選べるようにすることや教師間、学区間に適切な競争原理を導入して、校長のリーダーシップや教

員意識の向上を図ることによって、責任ある学校の確立ということが重要だ」というふうに言って

おります。

この学区制その他、入選制度の改善、これは、東京都教育委員会の所管事項で、教育委員会の責

任でもって改善し、策定すべき事項でございます。これは、既に入選検討委員会その他で検討して

きたことで、期せずして知事発言と相前後して、こういう方針を出した訳ですが、教育委員会の判

断で実施するということです。今後、学区制については、色々な動きが有るのではないかと思いま

すが、現在は、今申し上げたところでございます。

新聞その他によりますと、大学区への取組みとか、やがては法律を改正すべきだとか、そういう

こともございますけれど、それは一つの検討課題とはなると思いますけれど、現在のところ東京都

教育委員会として、そういう方針が出ている訳ではございません。

こらからも、また、入選制度検討委員会その他の場を通じて、学校のお考え、ご要望等もお聞き

しながら検討して行くことになると思います。それから、もう一つ、お願いで恐縮ですが、入選事

務における教頭先生の役割と言うことで。これは、既に「入学者選抜事務再検討委員会報告書」と

いうものが各学校に配付されていると思います。その報告書に盛られた注意事項をもう一度ご確認

の上、入選事務の指揮・進行管理に教頭先生も当たって頂きたいと、そのお願いでございます。

教頭先生の入選事務における役割ということで申し上げますと、報告書も触れておりますが、選

考委員会を、校長、教頭、事務（室）長及び校長の指定する教職員によって設置し、職務分担を明

確にして頂きたいということです。教頭先生は校長を補佐して、実質、選考委員会を統括して、業
務を遂行するという役割を負って頂きたいということでございます。

二点目については、校長・事務（室）長共に入選事務進行管理をお願いしたい。それから、細か
いことになりますが、入選事務の各段階において出力した資料等には確認印欄を設けて、進行管理

の徹底を図って頂きたい。
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三点目は教務主任については、必ずしも選考委員会のメンバーとは限りませんが、事案決定に対

する重要な任務を負うという役曰がございます。また、教務部は入選事務の中心になるということ

で、教頭はその教務主任と連絡を密にしながら、連携して人選業務全体を把握する必要があるとい

うことです。それからコンピュータを使用した入選事務は、コンピュータを過信することなく、時

には手計算等も併用しながら点検・確認に万全を期して頂きたい。

それから、合否判定会議の資料は、選考委員全員による最終的な照合・点検を行なって頂きたい。

不合格者となった、受験者につきましては再度の点検・確認を必ず行って頂きたい。これは、報告

書等で触れてあることでございますので、是非とも再度確認をして頂きたい。それから、もう一占一ハ、、、

入選事務に関してのお願いでございますけれど、先程、公私連絡協議会で、東京都の受入れ分担数

と言うものを確実に守る、公も私も過不足なく守って、一人でも未決定者を少なくするということ

で、お互に努力するということが申し合わせ事項となっております。これから、合格事務その他に

つきましては、定員をオーバーしないようにと昨年に引き続いてお願いすると思います。

もう一つは、前期と後期に分割をして、定員の募集が出来ないかどうかということがございます。

分割募集の定着ということがございます。これについては、地域バランスを考慮しながら、分割募

集校を当面は各学区に２～３校程度を設置できるように促進して定着を図りたい。学務部としては

そういう方向で検討しているところでございます。是非ともご協力を頂きたいと思っております。

以上が入選制度に関する現在の課題でございます。

３高校改革、その他の課題

さらに先に進ませて頂きます。高校改革関係の第二次の実施計画でございます。９，１０，１１年度

の第一次実施計画分を進めている所ですが、第二次計画の１２，１３，１４年度分を今策定をしています。

冒頭、会長さん、その他の方からも話がございましたが、改革につきましては、皆様方が＋分ご認

識の通りでございまして、これから、平成２３年迄の人口推計をしております。現在の８万８千人の

人数が７万３千人になるということでございます．そういうような状況で、やはり、特色ある学校

づくりとか、規模と配置の適正化、それに応じた教育諸条件の整備、この研究協議会のテーマでも

ございます「開かれた学校づくり」ということは避けて通れない。そのLPで、多様化した生徒さん

達をどのように受入れていくかということで、新しいタイプの高校等の必要性ということも叫ばれ

ております。二次計画につきましても、その内容は、これから何度か学校の皆様にはご説明をし、

また当該校等には、予め今担当のセクションからお話が行っていると思いますので、今回は、そう

いうことで都教委の最重要課題ということに位置付けております。高校改革は着実に進めていきた

いと思っております。計画段階でも、ご意見その他について、また実施に当たりましても、お話を

承っていきたいと思っております。Ｒ程的には、１０月の中旬の教育委員会に付議しまして、第一2次

の実施計画を決定して参りたい。その間、関係機関との調整とか、都議会等への報告とか、いろい

ろあるかと思いますけれど、そういう段取りで、現在進めている所でございます。それが高校改革

の関係でございます。

その他と致しまして、もう、時間もございませんので大急ぎで話をさして頂きますが、予算関係

でございます。高等学校教育課は学校の運営管理の予算についても窓口になっておりますので、幾

つか'情報として申し上げます。先ず、機械警備導入ですが、これは折予算が伴うことですので、予

算の査定が終わらなければ正式には決定しない訳ですが、１２年度に約７０校程機械警備の導入をお

願いしている所です。夜間の通報体制の問題とか、消防計画との問題等を消防庁の方と、現在、最

終的に調整をしております。その辺の方針が出ましたら、該当校及び各学校にお伝えしたいと想っ

ております。これは、教頭先生方の事項ではないかも知れませんが、１１月位には、私共の方から書

類が参りますので、契約実務、その他の参考にして頂きたいと思っております。

それから、クラブ費関係でございますが、これは、９月９円に校長会の教育財政委員会がござい

ますので、そこで、こちらの考え方をお示し致したいと思っております。校長会等を通じてご相談

をさせて頂きます。
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次に、これは非常に明るいと言うのでしょうか、皆様方のご協力とご理解の賜でございますが、
授業料の未納繰越が前年度に比べまして、約１２００万円減りました。額はともあれ、教職i三iのご理解
とご協力と、管理監督者の方々のご努力の賜だと思っております。この席をお借りしましてお礼を
申し上げます。

それから、もう一つ、学校経営関係でございますけれど、平成１０年７月に管理運営規則が改Ⅲfさ
れました。そこで、教頭先生方に、特にお願いしたいことが一点ございます。企画調整会議は校長
の補助機関ということで、校長の学校経営方針に基づきまして、学校全体の業務に関する企画・立
案・連絡・調整等を行なって、円滑かつ効率的な学校運営を推進する校長の重要な補助機関だと思
っております｡私共で、いろいろお話を聞いている所では、「ほぼ適正に行なわれている学校」と「ま
だ、ｌ、２回のみの開催で、平たく言えば、組合主導という所」とか「殆ど開かれていない所」と
か、多様であると思っております。これにつきましても、組織体として、こういう機関を設けて校
長の経営方針を隅々まで徹底して行くということは、組織体としてはもう常識ではないのかと魁っ
ています。是非とも、定着化に向けて一層のご努力をとここでまたお願いでございます。
お疲れのところさまざまなお願いをさせて頂きました。非常に大変な時、新聞等によりましても

本給が４％、期末・勤勉が１０．５％調整されるとか、もう「狼が川るぞという時代は、疾うに過ぎま
して、出てしまった」という中にあって、そこを何とか乗り切っていくということが、我々の至上
命題だと思います。困難な時期に管理職として学校の方針の舵取りをされるということにつきまし
ては大変なご苦労があると思います。

私共も、時には立場上、言いにくいことも言わして頂くということもございますけれど、川来る
だけスムーズに学校経営が行くような環境整備を図りたいという気持ちだけは全職員が持っており
ます。何とか頼りにされる学務部であり、高等学校教育課でありたいと思っております。現場から
相談事があったとき、全部出来るとは申せませんが、何かとお力添えをしていきたいと思います。
何かございましたら、担当セクションにご相談頂きたいと思っております。
本当に、ここに書いてあるように講話という、そういう格調の高いお話がH｣来ませんで申し訳ご
ざいませんけれども、学務部関係の事項に限って、お話をさせて頂きました。今後とも、お体に十
分留意されまして、学校運営と生徒さん達のために、ご努力を頂きたいと思っております。貴重な
時間、本当にありがとうございました。
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｢人権尊重の話」

教育庁指導部主任指導主事加藤明

今日は､私の方からは人権尊重に関するお話をさせていただきますが､本日は、このことにかかわ

る課題の中で特に､進路保障に焦点を絞ってお話を致します｡この進路保障という言葉は元来､関西

方面で部落差別の解消にかかわる取組みの中から出てきた言葉です｡被差別部落出身の子供たちに

対するいわれの無い不合理な差別が子供たちの就職の機会さえ奪ってきたことに対して､同和教育
にかかわる教師たちの取組みの中から出てきたということを先ず念頭に置いていただきたいと思いま
す。

関西では､ある時期まで､部落差別が就職差別に直結していたということがあったわけでございま

す。今､私は「あった」と過去形で述べましたけれども､部落差別にかかわる就職差別が解消された

かと言うと､残念ながら水面下で進行しております｡皆さんの中には「東京の同和問題パートⅡ」と

いうビデオをご覧になっている方がおられるかと思います。あの中に昭和５０年に起きた「部落地名
総鑑事件」という就職差別にかかわる大きな出来事が紹介されていたことをご記憶かと思います。

これは今|玉|の被差別部落の新旧地名や戸数､職業等を記載した極めて悪質な書籍でございます｡これ

が全国の企業の人事担当者を中心に相当数購入されていたことが分かっております｡東京都内でも

約５０社の企業が購入し､厳しい社会的糾弾を受けた訳です｡ところが､ご存じのように昨年の６月に

就職差別につながる身元調査が､かなりの規模で行なわれている実態が判明しました。このことを受

けて労働大臣が関係の１０７団体に対し公正な採用選考の要請を行なっております。労働大臣がこう

した要請を行うことは､実に「部落地名総鑑事件」以来のことでございます｡人権尊重の教育を推進

しております東京都教育委員会としましては、こうした問題は極めて遺憾であると考えております。

さて▼各学校におかれましては､東京都教育委員会の教育目標､基本方針を基にして人権尊重の教

育の推進が図られていることと存じます｡教育課程の届拙状況を見ましても､学校の教育曰標や指導

の重点の中で､多くの学校で人権尊重の教育の推進を図ることがうたわれております｡大切なことは、

教育F|標や指導の重点として位置づけられている内容を具体的な教育課程の編成実施の中で、どう

生かすか、Ｒ常の学校経営や教育活動にどう具体化させるか､そのための方策や計画を立てることだ

というふうに考えます。日々の学校生活の中で､生徒一人ひとりの人権が尊重されるためには､様々

な配慮すべき観点がありますが､ここでは進路保障に限って､お話し致します。

先ず､昨年度から､都立高校全校で統一した様式に基づき実施しております就職試験についての報
告書についてです。「通知文」と「報告書」の様式は既に７月１４円付で指導部から各学校にお送り

し､お知らせをしております。この報告書は就職を希望する生徒が９月１６円から始まる就職試験を

受験した後で､必ず学校に提出するものです。その趣旨は､採用選考における差別解消を目的とした

もので､採用選砦に当たり、生徒自身の能力や適性以外に､例えば本籍や保護者の職業等といった､本
人に責任の無い理由で選考が行われることのないよう、選考の実態を報告させるものです。

昨年度の調査結果の詳細は､いずれ校長先生を通じてお知らせ致しますが､延べ７６の事業所につ

いて､171期選考等の違反〔事実の疑いがあることが分かりました。この調査結果を労働経済局に送り、

確認と指導を依頼致しました所､合計４５件の違反事実を確認し､労働経済局による行政指導がなさ

れております｡各学校ではこうした事実を提起すると､来年からは求人票が来なくなるのではないか

と心配する向きもあるやに聞いておりますが､違反事実の提起がなされた学校に､当該の企業から求
人票がきているかどうか､ハローワークでは３年間にわたり追跡調査し､求人票を船さない場合、厳

しく指導したこで､求人票をＨ１させると言う取り組みを致しておりますので、この点はご心配には及
ばないということを申し上げておきます。

なお､採用選考に当たり、三局長名の要請又の趣旨に違反する疑いのある事実が生じました場合は、

７月に各学校に配付致しました、「三局要請又の違反事実または疑いに就いて」の報告書の書式を用
いて､ハローワーク等の関係機関に連絡､報告いただくと共に､私共､高等学校教育指導課にも、ご報
告をお願い致します。
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東京都公立高等学校定通教頭会会長挨拶

鈴木敏夫

先生方には、本曰の会へのご参加と一年間の研究活動の両方について本当にご苫労さまでした。
また、明日から新しい、テーマで研究活動をお願いしたいと思います。この会は、全定通の教頭が、
一堂に会し、研究協議をする、年一度の機会です。定通の教頭会としては、この研究を一番重要な
活動と位置付けております。今後とも宜しくお願いしたいと思います。
今回の研究協議会は、例年と違うところが、２つあります。一つは、今まで一曰で行ないました
が、今年から半日になりました。ただ、半日になっても内容が薄くなったということはありません。
私も今曰、参加しておりましたが、その内容は非常に濃いものだったと思います。
二点目は定通教頭会で委員会が１つ減ったことです。ご承知の通り、段々と人数が減りまして、

今年は、５委員会ということで、ちょっとバランスが悪くなりました。さらに４～５年後は、もう
一つ委員会を減らさざるを得ない事態が来るかも知れません。委員会の数が減っても、この研究協
議会は定通と致しましては、大切にしたいと思います。どうぞ、宜しくお願い致します。
昔、大正時代ですか、やはり大変な時代だったそうですが、倉田惣三さんという方が「困難に打
ち克って、疲れず」と言ったそうです。これは、中央教育審議会座長の河野重男さんによれば、「生
きる力」のベースとした言葉なのだそうです。私は「困難に負けて、ボロボロ」にならないように
頑張りたいと思っております。

そのためには、教頭同士がお互いに、励まし合う、見栄を張らずに、お互いに本音で意見を交し
合う。そうすると、「疲れない」というのが私の実感です。こういう全定の連絡協議会というのは、
非常に良い機会かと私は思います。全日制の教頭と、定時制の教頭が、お互いに連絡を密にして校
長を支え、この困難な時代を乗り切りたいと思います。ともに「困難に打ち克って、疲れず」をモ
ットーに頑張りたいと思いますので、どうぞ宜しくお願い致します。

最後に、この研究協議会の開催に当たりまして、指導部の先生方に非常にご尽力頂きました。厚
く御礼を申し上げます。

東京都立高等学校教頭会会長挨拶

鈴木國夫

先生方、本曰はまだまだ残暑厳しき折、半曰に短縮されたとはいえ、非常にご苦労さまでした。
この夏は､３０数度と言う酷暑が長く続き､先生方には､大分体を消耗したのではないかと推察致します。
しかし、都立高校関係者にとっては、「城東高校野球部｣、「白鴫高校演劇部」の全国総合文化祭で

の優勝など、少しは明るい、元気の出る話題もございました。

本日、また全定通の各先生方の発表時間は短くなりましたが、中身の濃い一年間の研究の成果を
聞いて頂きまして、大いに刺激を受け、夏バテした体に明Ｒへの活力が少しは湧いて来たのではな
いかと思っております。この一年間、研究に励まれました先生方、非常にご苦労さまでした。また、
会場での貴重なご指導、ご助言を頂きました、講師の先生方、誠に有難うございます。また、先ほ
どの全体会の中で、我々の今後の学校運営の大きな指針となるお話しを頂きました、学務部の大崎
徳三郎先生、また指導部加藤明先生に厚く御礼申し上げます。そして、本協議会を本年も実施し、
準備や運営に、お世話頂きました高等学校教育指導課の諸先生に、心から感謝致します。
最後になりましたが、半円になったとはいえ、この研究協議会は我々教頭の資質向上への研鑛と
全定通の教頭が一堂に会し、それぞれの置かれた状況を的確に把握し、もって都立高校の今後の教
育改革推進に役立てる唯一の機会であります。

都教委におかれましては、諸般の事情がございましょうが、紐解けば、昭和４５年学校紛争を期に
設けられました、この研究協議会の灯を消すことなく、今後とも継続して頂きますようお願い申し
上げまして閉会のご挨拶と致します。今の時期、色々ございますけれど、マイナス思考では気が滅
入って参ります。先生方、どうか明Ｒから元気を出してプラス思考で頑張って参りましょう。
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平成１１年度都立高等学校教頭研究協議会

〔主題〕都民の期待に応える都立高校の創造
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澤海富保（新宿）

井上隆（立川）

仙田直人（第五商）

白木和敏（清瀬）

綿田直樹（調布北）

岡昇（桜町）

森健（世田谷工）

大倉範幸（隅田川堤）

木嶋智恵（田園調布）

前都立野津田高等学校長

伊集院兼宏

指導主事荒川洋

内田和博(上野忍岡）

新妻紘（田無）

竿、豊（向島商）

武山洋二郎（羽田）

長谷)|｜賢（拝島）

長津美明（北野）

五十嵐和雄（久留米）

吉田定良（赤羽商業）

小暮通夫（永山）

星幸典（北多摩）

黒澤真木夫（五日市）

前都立Ⅱ青海総合高等学校長

小川輝之

指導主事酒井下巻

小林淑訓（大森）

島lＨ |免郎（lilTj国）

北澤道夫（大森）

柴田英男（武蔵）

村井信彦（明正）

佐藤公作（青梅東）

米１１１泰夫（農業）

大島敏秋（瑞穂農芸）

lll下敬緯子（大泉学園）

辻勇一郎（紅葉川）

元都立江東商業高等学校長

岩田壽夫

指導主事巽公

柴田英男（武蔵）

野志兼大（高島）

大河内保雪（深沢）

梶野茂男（城北）

内田志づ子（砂川）

手打和明（第五商業）

前都立南多摩高等学校長

亀岡良平

指導主事」二１１」敏

橋本謙（玉川）

上野敏雄（大崎）

柏倉均（芝商）

場村洋一郎（墨田111）

坂本文樹（昭和）

菊地芳男（第四商）

長島良夫（大泉）

小林勝（松が谷）

渡部静夫（忠生）

前都立砂川高等学校長

佐藤允彦

指導主事高橋基之

小暮正利(南多摩）

小林勝（松が谷）

渡部静夫（忠生）



第１分科会

１．開かれた学校づくり

管理運営研究部第１委員会

提案者恩田実（秋留台）

閏間征憲（世田谷工業）

行わない」が５０％である。何をやっていいのか

分からないのが実情のようである。行っている

学校の内容を示したが、それぞれの学校や地域

においていろいろな取組みが行われているので

参考になると考えている。特に、小中学校の先

生方からのお話を伺うと、高校として何をやっ

ていくかという方向,性を掴む機会になる。

３．大学や企業などの関係者による講演会につ

いて

大学や企業などの関係者による講演会は、

68％が「行っている」と回答している。具体的

な内容は進路指導のためがほとんどである。そ

れぞれの学校の進路の実態に応じて講演者を依

頼している。

４．ＰＴＡ・地域・中学校への授業公開について

保護者や地域の住民、中学校の教職員及び生

徒等に積極的に授業を公開し、学校の教育活動

を紹介することは、保護者や地域住民及び中学

校教職員の学校理解や中学生の進路選択を確か

なものとするためにも推進していかなければな

らない。

しかし、「行っている」は３３％であるが、授

業公開によって生徒が熱心に取り組むようにな

ったという声が多く、生徒にも地域にも有意義

な取組みといえる。実施する学校は大幅に増え

るものと考えられる。

５．外部評価について

学校教育の場が地域に根ざし、生徒に対応し

た教育環境を整えなければならない。しかし、

外部評価については、行っている学校は２校で

ある。「実習先の施設･コンビニエンスストア・

町内会からのヒアリングを行っている」という

内容であった。

地域住民の協力を得ながら外部評価の導入を

今後検討する必要があると考える。

６．学校運営連絡協議会について

平成１１年度から試行が始められ、その結果

'2％の学校が「行っている」と回答している。

今後学校運営連絡協議会全校実施に向けて、そ

れぞれの学校において組織的な体制づくりが必

これからの学校は、激しく変化する社会の中

にあって、たくましく生きていく力をそなえた

生徒の育成にあたらなければならない。そのた

めには、各都立高等学校はそれぞれの特性を踏

まえた「開かれた学校づくりの推進」に一層取

り組む必要がある。

そこで、本委員会は、「開かれた学校づくり」

を研究テーマとし、これまで取り組まれてきた

現状を把握することを目的とした調査研究を行

った。

調査方法及び調査内容

･２０８校の全日制教頭を対象として、アンケー

ト調査を実施した。１２８校（63％）より回答

を得た。

．「都立高校改革推進計画」の第４章「開かれた

学校づくりの推進」におけるく地域・社会に

開かれた学校づくりの推進〉〈生徒に開かれ

た学校づくりの推進>を中心的な課題として、

調査研究を行った。

調査結果の整理と分析

く地域・社会に開かれた学校づくりの推進〉

１．中学生の体験入学について

中学生に高校ではどのような授業が行われて

いるか、また保護者や地域の方に高校ではどの

ような取り組みが行われているかを知ってもら

い、理解を深めることが必要である。そのこ

とによって、不本意入学の解消や中途退学の防

止などに効果があると考える。約６０％がすでに

実施し、今年度検討中を含めると７０％強で中学

生の体験入学の体制が整いつつある。内容とし

ては自校の特色のアピールである。

「行っている」と回答した学校を対象に年間

の実施回数を尋ねたところ、２回以上実施して

いる学校が４０％を超えている。さらに多くの学

校が体験入学を実施していくと考える。

２．中学校と高等学校との連携について

お互いにより深く理解するためにも連携を深

める必要があるが、残念ながら「平成１１年度は

‐２０－



会の変化に応じた科目を開設している学校が増

えつつあると考えられる。内容としては語学が

多く、各学科の特色を生かしたものも多い。

１３．地域・社会を生かした教育活動について

「平成１１年度は行わない」が６０％である。

まだまだ、地域との連携・協力体制の推進が一

層望まれる。一方、「行っている」と回答した学

校が２５％あり、具体的な内容は、地域・学校の

特色を生かしたものが多かった。

１４.学校間の転編入等の移動を容易化するため、

科目や単位数などの扱いを弾力化していますか。

調査の結果、７８％の学校が科目や単位数など

の扱いを弾力化していると回答している。前向

きに検討している実態が分かる。

しかし、まだ１９％の学校が「いいえ」と回答

している。それぞれ学校の特色を強く打ち出そ

うとすると、学校間の転入・編入が難しくなる。

１５．校内における学科問またはコース間の移動

を容易にするため、科目や単位数などの扱いを

弾力化していますか。（複数学科･コースなどを

有する学校）

「平成１１年度は行わない」が４９％、「回答な

し」が４１％となっている。何ともいえないとい

う状況がある。学科間やコース間の移動を容易

にすることが求められているが、なかなか難し

く、学科やコースの特色とも関係するので、今

後の課題といえる。

１６．自校退学者の再入学の容易化を行っていま

すか。

「平成１１年度は行わない」が６６％で、趣旨

は分かるが実際はなかなか簡単にはいかない現

実がある。さらに検討を続ける必要がある。

要である。

７．地域・社会の教育力の導入や活用のためボ

ランティア活動の推進について

６４％の学校か学校行事やクラス単位、生徒会

活動等で行っている。

８．学校外における学修の単位認定について

まだ始まったばかりで、「行っていない」が

84％である。しかし、今後一層の推進が求めら

れている。教頭として、積極的に取り組む姿勢

が必要と考える。

９．公開講座の実施について

文化的な講座が８６％で、中でもパソコンの講

座が２３校と最も多い。「その他｣として、「住ま

いに関する講座」「生涯学習講座｣とユニークな

ものもある。

昭和５８年に開始して以来、順次拡大し、平成

９年度は１９９校で２２０講座を計画していた。本

調査においても、９８％の学校が何らかの公開講

座を「行っている」と回答している。

１０．学習・文化施設の開放について

公開講座とともに都立高校が、都民の生涯学

習の場として学習・文化施設の開放を行うこと

が望まれている。しかし、現実は昼間「開放し

ていない」が８０％、夜間「開放していない」は

83％とほとんどの学校が「開放していない」と

回答している。

開放しにくい諸事'盾があることと推察するが、

今後の課題と考える。

１１．体育施設の開放について

昼間「開放していない」は１１％である。した

がって、８９％の学校が何らかの形で体育施設を

昼間開放していることになる。しかし、夜間に

なると「開放していない」が７３％という回答で

ある。夜間開放できない理由として「照明灯が

ない」や「照明灯の電気代」などが課題となる。

〈生徒に開かれた学校づくりの推進〉

内に外に開かれた学校づくりが求められてい

る。内Ｉことは、教育活動にいかに生徒の声を反

映させていくかということで、具体的に教育課

程の弾力的な編成が主眼になる。

12．生徒の興味・感心に応じた科目の開設につ

いて

学校の教育活動について、生徒の声を十分に

聞くとともに、生徒の多様な学習希望に対応し

た柔軟で弾力的な教育課程編成の工夫改善が求

められている。調査の結果「平成１１年度は行わ

ない」が４５％、「実施している」が３７％である。

着実に、生徒の興味・関心、地域の実態、社

まとめ

生徒に開かれたということで､学校間､学科・

コース間で弾力化をやっていかないといけない

が、各校特色を押し進めている状況の中でなか

なか難しい。教員の意識をどう変革するかとい

う教頭の取組みにかかっている。

ｌ～１６項目のうち、ｌ、３，４，７，９，１２，

１４，の取組み状況がよく、低いもので５０％で高

いものは９８％が行っている。地域に関わる項目

は進んでいる。概して、学校内で行えることが

むしろなかなか思うように進んでいないという

ことがこの結果から伺える。

おわりに

これまでは学校が教育の中心であったが、地

-２１－



習括動について評価していることを先生方に自

覚して欲しいと思います。

次に、学校外における学修の単位認定は大変

難しい問題であります。特に、全日制課程にお

いては、在籍のままで大学検定試験を受けるこ

とはできません。いろいろ検討はされておりま

すが、ボランティア等は安易に考えてしまうと

難しい問題になります。

開かれた学校の推進の一つとして公開講座が

あります。是非、先生方の専門の教科を地域の

人に話して欲しいと思います。自分の専門を中

心に話すことによって、授業公開も比較的容易

に進められると思います。文化施設の一般開放

も推進されて来ておりますが、管理面等の問題

があり課題が残ります。

全体のまとめとして、学校内の問題が比較的

進んでいないといえます。これは教職員の意識

改革に行き着くことになります。この意識改革

を進めていくのが、教頭先生方の手腕でありま

す。いかに教職員を上手に導いていくか、才能

と人柄によります。一人で事を進めるのではな

く、分担をする心掛けがが大切であります。分

担をすることは上手に教職員の意識改革を導く

方法の一つでもあります。温かく接し、言うべ

きははっきり言って厳しく導くことが必要であ

ります。

今後の開かれた高等学校では知識は勿論、為

すことを教えることが大切であります。人間が

人間として人間らしく生きることを教えるのが

開かれた学校の第一歩であります。教職員の意

識改革には、先ず、教頭先生方の意識の改革で

あります。そこには、教育管理者として、明確

に自分の教育観をもつことであります。

域・社会と連携した学校づくりが求められてい

る時代である。間もなく学校週五曰制が完全実

施されることを含めて、地域に開かれた学校づ

くりをどうしていくか、具体的に教頭としてど

うやっていくか、この調査を踏まえてこれから

の実践でどうやるかが問われている。

次代を担う生徒にどのような力を育成してい

くか、生徒の主体性、資質、能力を生かし、さ

らに、個性尊重を全面に出した教育が求められ

ているというところが重要なポイントとなる。

く指導・助言〉

前都立小松川高等学校長石曾根誠一先生

「開かれた学校づくり」の推進を目指したア

ンケート調査並びに詳細な分析が行われており

短い時間での研究が良くできておりました。

先ず、全日制課程の教頭先生方では、地域．

社会に開かれた学校づくりの推進の観点から、

中学生の体験入学、中学校と高校との連携、講

演会、ＰＴＡ・地域・中学校への授業公開等に関す

るアンケート調査について、体験入学や学校説

明会等での授業公開を実施した教職員の人数は

少なく、年に１回ないし２回の実施では寂しい

限りです。

教頭先生が進んで中学校等へ出向いて出前授

業を実施したらどうですか。私の体験では大変

効果があったと思っております。その後、何人

かの先生方も協力してくれました。開かれた学

校づくりの第一歩は、日々の自らの授業を相互

に公開しあうことであります｡本曰の発表では、

特に、このことについて、こうすればよいとい

う提案はありませんでした。教頭先生方の教職

員に対する今後の指導に期待します。

外部評価については、学校運営連絡協議会の

完全実施など今後の課題として残るが、それ以

前に、家庭や地域は高校の日々の生活指導や学

須藤勝（大泉）

中野英雄（国際）

司会樋野清治（北園）

記録鈴木春子（千歳丘）
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２．開かれた学校運営

一家庭、地域との連携・学校評価・授業公開授業公開・情報管理を通して－

第一委員会

提案者及川良一（九段・定）

大野弘（八王子工・定）

（３）実施にあたっての問題点と教頭の取り組み

最大の問題点は、教員の意識・関心の低さで

ある。その解決に教頭は何をなすべきか。十分

な'情報を教職員に与え、意識の変革を促すとい

う回答が約７１％を占めた。すなわち、教頭が積

極的にリーダーシップを発揮し運営することが

必要である。

１本研究の目的と調査方法

現在の教育の重要課題として「開かれた学校

運営」があげられる。「学校運営連絡協議会」設

置の完全実施が予定され､平成１１年度より試行

に入っている。また、平成１１年度より授業公開

が都立高校全体で実施されることになった。

本研究は現在学校がどの程度開かれているの

か現状分析に基づき、学校が開かれていく上で

の問題点や課題、効果等について、管理・運営

の観点から研究することにした。

具体的には、「家庭、地域との連携」・「学校評

価」・「授業公開」・「↓情報管理」の四つの項目を

設け、アンケート調査による分析・考察を行っ

た。調査対象は、都立高等学校定時制・通信制

課程９９校１０３人の教頭であり、そのうち７３人

から回答を得た。

２）情報管理

（１）起案文書での管理について

教育活動を起案の形でどの程度管理している

のかについて調査した。「ほとんど起案｣、「重

要のものは起案」を合わせると７６％になる。ま

た事務長会編集の「事案決定マニュアル」に例

示されていた代表的な教育活動１７の項目につ

いて、起案しているかどうかは、１２以上の項目

を起案文書で管理していると回答した学校が約

７割あった。

逆に少ない項目は、「進路指導の方針の決定｣、

「指導要録の作成｣、「進学・就職の推薦者の決

定｣、「部活動の連盟及び大会参加の決定｣、「職

員の健康診断」等で、各分掌が例年にならいな

がら計画実施しやすいものが多い。

だれが起案しているかについては、「ほとん

ど教頭」が５７．８％。「担当教員が起案している

ものもある」と「担当教員が起案」を合わせる

と４割で、教員にまだ周知徹底されていない。

課題としては「担当者が起案の形で処理してい

ない」が５８．３％で､その課題解決のためには｢教

職員の意識改革」の必要性が69.1％と最も多い。

（２）起案文書による情報管理に対する教頭の意識

教育活動の決定や実施において起案の形で管

理することに対して、教頭として必要性を「と

ても感じる」「どちらかと言えば感じている」を

合わせると９２．８％。その理由としては、「責任

を明確にする」が一番多く、ついで、「開示請求

への対応｣、「決定権者のリーダシップを発揮す

る」と続く。

一方、起案の形での情報管理について７．２％

の教頭が必要性を感じていない。理由としては

「ファイル等で十分である｣、「少人数で情報が

２調査結果と分析

１）授業公開

（１）授業公開の目的と効果

目的で最も多かったのは「学校公開」で

６１１％。また効果で最も多かったのは「学校へ

の理解」で７２．５％であった。両者の数値の高さ

には相関関係が認められる。すなわち、学校へ

の理解を高めるねらいから、学校公開の機会に

授業公開を行ったところ、「学校への理解｣が深

まったということである。これは明確な目的意

識を持って授業公開を実施することにより相応

の効果が得られることを示している。

（２）実施対象と実施時期

実施対象の回答は複数回答可とした。多かっ

た対象は「保護者｣、「中学生｣、「中学校教員」

であった。保護者や中学校に対して、積極的に

学校を理解してもらおうとする努力が伺われる。

反面「地域住民｣、「自校教員｣、「他校教員」が

実施対象として低い数値を示している。この点

が課題である。

実施時間は、「中学校及び保護者が希望した

とき（随時）がもっとも多く、中学生向けの体

験入学時、ＰＴＡ行事等に合わせて保護者向けに

実施と続く。
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（３）学校運営連絡協議会の課題

「教職員の意識」としたのが５７．５％、「学校運

営に生かす校内体制」としたのが１９．２％と、い

ずれも実施する側の主体性・意識が課題となっ

ている。これは、学校運営連絡協議会の趣旨が

まだ浸透していないことを示すものであろう。

学校運営連絡協議会がもたらす効果について

は、「教職員の意識が変わる」が５９．６％が最も

多く、学校運営連絡協議会が「開かれた学校運

営」をめざしていることを考えると、教職員の

閉鎖的な意識が学校運営で課題となっているこ

とを示している｡学校運営連絡協議会の運営は、

運営委員や評価基準・評価方法など解決しなけ

ればならない課題が多いが、外部に開くことに

対する教職員の共通理解を図ることが重要であ

る。

密である｣、「作成そのものが煩雑である」等が

あった。,情報管理の観点から学校運営を行うの

であれば、意志決定や内容等を明確にする起案

文書で、重要な教育活動の情報を管理するとい

う意識を持つことが重要である。

（３）起案文書での情報管理に対する課題

起案文書をどのように保管しているかの回答

は「教頭が整理保管している」３９．１％、「事務担

当者が整理保管している」３３．３％、「文書の種類

によって教頭が整理保管している」２７．５％であ

った。３つの保管方法に回答が分散している。

いずれにしても、情報をすばやく活用できると

同時に、開示請求に対応できる整理保管方法を

確立することが大切である。

３）家庭、地域との連携

（１）家庭からの学校に対する質問や意見・要望

「よく寄せられる」と「ときどき寄せられる」

を合わせると４５．２％。「質問や意見・要望があ

るようだが、ほとんど寄せられない」が３０．１％

ある。

これらの声に対して、「聞くだけにとどめる」

は１枚もなく、「関係する分掌に知らせる」、

「職員会議等で職員全体に知らせる｣、「積極的

に検討し、学校運営に生かす」の順になり、各

校とも何らかの対応をしていることがわかる。

学校が家庭・保護者の声を引き出していくた

めには、学校が積極的に情報の発信を行ってい

く必要がある。「教育課程｣、「進級･卒業規定、

単位認定｣、「校則と特別活動」等についても充

分説明を行っているが、今後も適切に対応して

いくことが重要である。

（２）地域からの学校に対する質問や意見・要望

「よく寄せられる」と「ときどき寄せられる」

を合わせると５３．４％と、家庭からの場合よりも

多い。逆に「質問や意見・要望があるようだが、

ほとんど寄せられない」が２０．５％で、これは家

庭よりも少ない。学校へ質問や意見・要望は、

家庭より地域の方に多くあることがわかる。地

域が学校に寄せる声は、「生活指導｣に関するこ

とが圧倒的に多い。

地域の声に対する対応は、「職員会議等で職

員全体に知らせる」が最も多く、地域を「外部」

と意識した上で、職員全体に知らせるようにし

ていることが伺われる。家庭から寄せられる声

の内容は、生徒個人に関することが多いが、地

域の場合は学校のイメージや評判にかかわるこ

とが多い。

４）学校評価について

（１）内部評価について

内部評価を「実施している」学校は５．５％、

「部分的に実施している」４２．５％を合わせても

半数以下である。個々の生徒の学習活動の評価

は行っているが、学校全体の評価は不十分とい

える。

内部評価が学校運営に果たした役割について

は「分掌組織の活動が明確になった」が３０．４％、

「学校の問題点が明確になった」が２６．８％、

「教職員の意識が変わった」が８．９％等で、内

部評価によって問題点や改善点が明らかになっ

て、教職員の意識の変化や教職員の指導体制の

充実に効果があったとしている。

一方、内部評価をしていない学校は５２．１％あ

る。実施できないあるいは実施しにくい理由と

して「教職員の意識・関心が低い」が５１．４％と

最も多く、「内部評価についてよく知らない｣が

１０．８％あった。

実施することができるようにするための手だ

てとして、「年度末に分掌･学年毎に反省をまと

め、総覧していく」が２７．７％、「行事終了後に

反省アンケートをとり、結果をまとめていく」

が２５．２％等、各学校の教頭が対策を考えている

ことが伺える。

（２）外部評価について

外部評価を実施している学校は１校もないが、

部分的に実施している学校は６校である。

一方、外部評価を実施していない学校は

90.2％である。実施できない、あるいは実施し

にくい理由として、「校内体制ができていない」
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が４９．３％、「教職員の意識が閉鎖的である」が

33.8％、「外部評価についてよく知らない」が

7.0％であった。また、「今後、外部評価を実施

していくために、学校としてすべきこと」につ

いての回答は、「家庭･地域社会等との連携に積

極的に取り組む」が４１．４％、「教育情報は、外

部に対して適切に提供していく」が２６．２％であ

った。外部評価の実施に当たっては、必要な教

育'盾報を外部に適切に提供していくことが重要

である。

〈指導・助言〉

（前都立小松川高等学校校長石曾根誠一先生）

発表者は本当によく勉強されているが、この

研究協議会に出席者が少ない。教頭の唯一研究

発表の機会である研究協議会を利用できないと

いうことは、教頭自身の意識改革も必要である

と苦言を呈したい。

①'情報管理外部からの｣情報.苦'情が寄せられ

なくなる状況の方が、定時制の大きな問題であ

ると考えるべきである。

②単位認定定時制高校における通信制高校と

の連携による単位認定は、今後の大きな課題で

ある。

③学校評価私は定時制で多様化した生徒の実

態を教えて欲しいと、文章にして報告させた。

例えば国語の漢字で野原と原野、森林と森、林

を区別して読めないことや、数学では、くり上

がり、くり下がりの計算、分数の意味などの理

解ができるかどうかが課題である。このような

方法での内部評価をもぜひやっていただきたい。

④授業公開公開授業が多くの定時制で行われ

ているが、もう少し進んで自分の学校の先生に

相互に授業公開ができるようにして欲しい。

⑤学校開放開放の課題は教員の意識であると

いう割合と、開放することによって教員の意識

が変わるということが同じ割合を示しているこ

とは、非常に興味ある見事なデータである。

⑥文書起案等による,情報管理どのようにする

かは教頭の出方次第である。

これからの日本の教育は知識だけを教える時

代ではなくなっている。ユネスコからも高等学

校では知的な学習だけでなく、「なすことを教

える」ことが提案されている。ナイフを持たな

い教育ではなく、いかに正しい使い方を教える

かということである。人間が人間らしい生き方

をすることを教えるのが学校であり、これが学

校の使命である。

管理者として教員に意識改革を迫るには、教

頭として自分の明確な考え方・教育観をきちん

と持つことが重要である。「自らの意識を変え

ずして、他人の意識は絶対変えられない』とい

うのが私の持論である。今後の先生方のリーダ

ーシップを期待しています。

３まとめ

今日、都立高校に対する都民や社会の関心は

高まり、「開かれた学校づくり」の推進が求めら

れている。指導部「高等学校学校経営に関する

資料」の平成８．９．１０年度版を比較しても、

各校で「開かれた学校運営」への取り組みが着

実に進行していることがわかる。外部評価の導

入､中学校訪問､学校説明会などの実施率が徐々

にではあるが高まっている。本研究でも、定時

制・通信制課程において未だ不十分とはいえ、

家庭・地域との連携を深め、教育活動を公開し

つつ、外部の評価や'情報開示に対応できる教育

活動や学校運営に取り組んでいることがわかる。

しかし、いまだ十分に進まない原因として、

教員の意識が閉鎖的であることがあげられる。

着実に改革が進んでいる学校の多くは、’情報を

提供しつつ改革のための校内体制を整え、教職

員に学校運営に参加している意識をもたせるこ

とによって教職員の意識改革を促しているよう

である。その際、「開かれる」ことで学校の主体

性が失われるのではないかという意識がまだ根

強いだけに、「開かれる」ことと学校の主体性の

関係について共通理解を図ることが極めて重要

である。そのためには、教頭の強力なリーダー

シップがぜひとも必要である。

く質疑応答〉

（問）学校評価についてどのように考えてい

るのか、学校運営連絡協議会の試行校が外部評

価がどのように実施されているか教えていただ

きたい。

（答）学校運営連絡協議会は外部評価が実施

されることが重要であるが、外部評価に耐えら

れる教育活動をすることによって、教員の意識

が変わることが期待される。

司会：石坂

小澤

記録：士屋

佐藤

康倫（八潮・定）

時男（文京・定）

徹（江戸川・定）

則夫（小岩・定）
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第２分科会

１．教頭の職務

事案決定の実際と教頭の職務

第二委員会

提案者佐藤光一（深川・定）

<提案要旨＞

１．はじめに

「校長の権限に属する事務及び補助執行をす

る事務に関する事案の決定権限の合理的配分と

決定手続きの整備を図ることにより事務執行に

おける権限と責任の所在を明確にし、事案決定

の適疋化に資すること」を目的として、平成９

年４月１日より「東京都立学校事案決定規程」

（以下「規程」という｡）が施行された。「規程」

により、①事案決定の原則の確立、②校務の所

属職員への合理的配分、③機関としての意思決

定方式の整備、④校務の執行体系と責任体系の

明確化、⑤開かれた学校経営の実現、がより明

確化されたといえる。

「学校教育法第２８条｣で抽象的に規定されて

いた教頭の職務についても、「規程｣の中で教頭

の専決事項を定めたことで、教頭の職務内容・

職務権限はより具体化・明確化した。そのため、

事案決定に当たり、適時性・正確性・公正性の

確保などが教頭にも求められ、「校長を補佐す

る立場」とともに、「Ｆ１ら学校経営に係わる立

場」としての自覚と責任が大きくなったといえ

る。

本研究では、－昨年度の当委員会の研究を基

に、施行後２年近くを経過した「規程」に沿っ

た「事案決定の実態」を調査し、先行研究の「事

案決定に対する意識調査」との比較検討を行っ

た。比較を行うため、調査項目・内容は前回調

査と同じ２６事案とし、「規程」施行から約２年

を経過して、事案決定に対してどのような変化

が現れたかを検討した。さらに、起案文書の作

成や事案（意思）決定までの手llIEi、起案文書の

保管等についての調査も併せて実施し、起案に

係わる各学校の実態を掴み、問題点や今後の改

善の方向'性を考察することとした。

調査対象は、東京都立高等学校定時制通信制

課程１０３人の教頭であり、そのうちの７６人（凹

答率７４％）から回答を得た。なお本調査は、平

成11年２月に実施したものである。

２，教頭の事案決定について

１）事実決定と職務の遂行

一職務を遂行しやすくなったか－

前回の調査と比べ、「職務が遂行しやすくな

った」との回答がすべての項目で増加している。

前回の調査では、「教務に関すること」「学事

に関すること」など生徒に関するもので回答の

割合が比較的高く、事務処理的な繁雑さが省略

できる効果を期待していると考えられた。しか

し、今回の調査では、「服務に関すること」「職

員の給与旅費等に関すること」「福利厚生及び

安全衛生に関すること」に対して「職務が遂行

しやすくなった」との回答が大きく増加してい

る。これは、教頭が事案決定権をもち、自ら責

任をもって決定できることから「職務が遂行し

やすくなった」と回答したと思われる。

「規程」の施行により、教頭の職務の位置づ

けがＲ他共に明確になり、教頭が職務を行うの

にプラスの効果がはっきりと現れていると考え

られる。

２）事案決定の職務遂行への効果

一どのような効果があったか一

事案決定を行うことによって効果があったこ

ととしては、「内容の充実・明確化が図れる」の

凹答が最も多く、前回の調査と比べて約３倍の

回答があった。文書で起案し、協議・審議を経

て事案決定を行っていくため、誰でも分かる明

確な表現が求められ、各事案内容がはっきりし

てきた効果が現れたと考えられる。特に、「教務

に関すること」や「学事に関すること」でこの

凹答が多かった。これは、これらの事案が担当

者を中心とした比較的分掌内部だけの決定で済

まされていたものが、他者を意識して記録とし

て残すことにより内容の充実・明確化が推進さ

れたためと考えられる。

一方、「効率化が図れる」については、前回と

比べ大きく減少した。これは、起案すべき担当

者が主体的に起案文書を作成することができず

‐２６－



案の処理をしているなど各学校において工夫し

ている。

３）起案から意思決定まで

一手111頁どおり行われているか－

３０％を超える学校でまだ、事案決定手順の確

立ができていない。教員の意識改革を日常機会

あるごとに促したり、学校内での事案決定シス

テムの明確化を図ったりするなどして改善して

いく必要がある。具体的に事案決定に係わる実

務環境の整備を図っていく中で、その必要性・

有効性の意識化が進み、深く理解されていくこ

とが期待できると思われ、こうした場面での教

頭の果たす役割が非常に重要になっている。

４）起案文書の保管

一文書の保管はどのように行われているか－

起案文書の整理の仕方を時系列によって行っ

ている学校が半数近くを占めており、日常業務

を考えるとこの方法が一番機能的に無理なくで

きるものと考えられる。また、継続的な事案の

多い学校現場にあっては、前回の記録等を参考

にすることが多く、配布プリント等の教育情報

の管理が大切である。しかし、学校として「組

織的に保管していない」と回答した学校が２０％

あり、さらにおよそ４分の１の学校で'情報開示

への対応が不十分と回答していることと合わせ

て、早急にその意識化・実務化を一層推進する

ことが必要となっている。学校における多様な

教育'情報をどのように整理し､共通理解を図り、

有効に活用していくか、より一層検討を重ねて

行かねばならない。これらの教育'情報が学校の

大切な教育財産として今後に、どのように生か

されていくのか、効果的な保管方法や整理の仕

方が寸各学校毎に工夫されている中で、教頭の

創意工夫が強く求められているところである。

事案の起案段階から教頭が指導・支援を行って

いることと関連があると考えられる。今後は、

事案決定の方法や手段の改善を行うことが必要

である。

「責任感が増す」の回答は、前回同様その比

率は高い。これは、教務や学事など生徒に係わ

る事案の決定で教頭の責任が問われているから

だと考えられる。

全般的な傾向として、前回調査では「責任感

が増す」「効率化が図れる｣が大きな比率を占め

ていたが、今回の調査では「内容の充実・明確

化が図れる」「責任感が増す｣に高い比率が示さ

れた。職務の内容がはっきりすることで、教頭

の職務上における責任の明確化や教頭の指導力

の発揮にもつながってきていると考えられる。

３，教頭の職務と起案

１）事実決定細目の起案とその実際

定型の用紙で起案している割合の高い事案は、

教務に関することであった。これは、教務に関

する「教育実習の受入れ決定」「補助教材の選定

及び届け出」「避難訓練の実施計画の決定｣など

学校管理のうえで生徒に直接関わる重要なこと

であり、起案文書により記録として残しておく

必要があると判断したためと考えられる。

今後、教頭に与えられた課題としては、様々

な事案に対して起案する必要があるかないか、

またどのように起案するかを判断することが重

要となる。学校運営上の必要性、職員の服務に

対する意識の向上､情報公開への対応を考慮し、

内容の適正さを管理職として判断していくこと

が必要である。

２）起案文書の作成とその実態

調査結果によると起案文書作成の必要性に対

する教員の理解は低く、この点に関しては学校

現場ではまだ多くの課題が残っている。

「教員への起案文書作成の理解のために教頭

が行っていること」は、「職員一人一人への呼び

かけ」を筆頭に「職員会議での周知徹底」や「印

刷物の配布」などの回答が多かった。このよう

な取組みは、起案文書の作成によって「文書管

理の徹底｣、「起案者の明確化｣、「事案決定者の

明確化｣、「'情報開示への対応｣、「過去の事案の

確認」などの面で効果があがったと判断してい

るためと思われる。

また、起案文書については、自校作成用紙を

使用したり、行事などの事案において一括して

ひとつの発番で起案したり、枝番を使用して起

４，結論と今後の課題

先行研究は、施工前の意識調査であり、今回

の調査は、各事案に対してどう考え、対処して

いるかの実践的な部分に重きが置かれたもので

あった。比較検討の結果、「職務が遂行しやすく

なった」がすべての項曰で増加していることと

「内容の充実・明確化が図れる」が３倍となっ

たことがあげられ、事案決定を行うことが職務

内容の明確化、教頭の指導力の発揮につながっ

ていることが分かった。

起案に関する意識調査からは、教員の起案に

対する必要性についての理解不足が明らかにな

った。未だに職員会議などの話し合いや協議で
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くことが大切だと思う。

（答)起案を書いてもらうきっかけとしては、

事務長と相談して、例えば、部活動に関する書

類には校長印がいるので起案文書を作成しない

と校長印を押さないようにしてもらった経験が

ある。

また、校長名で文書を出す場合は必ず起案す

ることを徹底した例がある。

決定の処理がすんでいると思っている教員に対

し、教頭は文書による組織としての意思決定が

必要であることを理解させるため苦労している

ことがうかがえる。そのためには膨大な時間と

労力を必要とするが、手間を省いて教頭が自ら

起案文書を作成しているのでは解決にはならな

いであろう。

「事案決定規程別表」や「東京都立学校事案

決定実施細目」に例示されている事項のうち、

教頭の専決事項についてはほぼ起案され事案決

定されていた。

また、「別表」や「実施細目」に例示されてい

ない事案については、「例示されている事案を

参照して事案決定の原則に従って決定権者が定
められるものである」となっているが、実際に

はどの事例をどこまで起案する必要があるかの

判断は、各学校で違いがある。これは、学校の

個性化･特色化に向けて校長の学校経営方針や、

教職員・生徒・保護者・地域などの対応によっ

て、学校毎に起案する事案に違いがでてくるた

めであろう。しかし、このことは公立の学校と

しては、決して望ましいものではなく、起案す

るべき事例についてのガイドライン作りが今後

の検討課題である。

行政職では、当たり前の文書による意思決定

であるが、教員にはこの「文書主義の原則」が

十分に理解されていない。学校という組織とし

ての意思決定の必要性を、根気強く教員に指導

していくことが今後とも必要である。

事案決定した文書の保管・管理についても見

直し、’情報開示に対応できるようにすることは

もちろん、過去の決定文書を見ることで、事案

の内容、責任体制などを明確にし、管理体制を

確立していくことが大切である。

「規程」が施行されてから２年が過ぎ、いよ

いよ文書による意思決定の仕組みが整備されて

くる時期となってきている。教頭としては、教

員に「文書主義の理解・徹底」を図ることと、

学校という組織体として意思決定をしていくこ

との必要性・重要性を再確認して、事案決定し

ていかなければならない。

<指導・助言〉

前都立野津田高等学校長伊集院兼宏先生

開かれた学校経営の実現という課題に正対し

た発表であった。平成７年度の教頭問題等検討

委員会と平成９年度の都立学校等あり方検討委

員会での検討を経て､平成１０年度に各学校で管

理運営規程が決定された。事案決定は第２条に

位置づけられ、教頭の職務を明確化し、組織的

な学校運営を行うための重要な柱になっている。

「規程」施行前と施行後を比べた結果、事案

決定が定着しつつあることがはっきり現れてお

り大変喜ばしい。しかし、事案決定を行うこと

で「効率化が図れる」という回答が施行後に半

減したということは、事案決定に対する教員の

理解不足の現れであり、現職教員の資質向上の

ため、研修の確立が求められているといえる。

「効率化が図れる」の回答が多くなることが

期待されたが、現在この回答が少ないというこ

とは、事案決定が教頭止まりで、教頭が現場で

苦労しているという現れだと思う。教員の意

識を高めるためには事務室と連携をとってまず

主任層への徹底を図る必要がある。そして、主

任層を動かしながら学校経営をしていくことが

大切である。事案決定を徹底させることが、こ

れからの学校運営の命運をにぎる重要な問題と

考えられる。

学校を組織として動かすために、教員研修を

行うなどして、教員を育てる教頭が求められて

いる。

司会

井上隆（立川・定）仙田直人（第五商・定）

記録

岡昇（桜町・定）森健（世田谷工・定）<質疑・応答＞

（問）起案の経験のない教員にどのようにし

て起案させたらいいか。良い方法があったら教

えて欲しい。

（答）教頭が代わりに起案しがちになるが、

面倒でも教員一人一人に根気強くお願いしてい
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２.教頭の職務

研修及び教員組織の活性化について

管理運営研究部会第２委員会

提案者青木孝雄（台東商業）

管理運営研究部第２委員会は発足以来教頭の

待遇改善・職務の在り方について研究を行って

いる｡本研究のテーマは平成１０年度と同じであ

るが｢東京都公立学校の管理運営に関する規則」

が改正されたことについても言及し内容面にお

いて前年度より深めている。

研究は校内研修について９項目、校外研修に

ついて５項目から成り立っている。教頭の果た

す役割については２１１校中２０３校からの回答を

得て、集計し、分析と考察を行った。

性を認識させることが大切である。

教頭は校内研修の成果を「校内改革｣、「教員

の意識改革」「学校の個性化･特色化｣、「学校評

価｣、「教育課題の具現化」等に生かしたいとし

ており、学校の活性化のためには校内研修がぜ

ひ必要であるという認識を持っている。

１－２校外研修について

校内研修への参加促進のため、教頭は積極的

に教員に働きかけていることが分かった。主催

団体ごとの人数は、延べ参加総数のうち「教科

研究会」が一番多く、続いて「都立教育研究所｣、

「都総合技術教育センター」となっている。最

近は「民間企業」への研修が増加している。「現

職研修Ｉ、Ⅱ」の受講者は、今回のアンケート

では除外している。研修の分野は教科に関する

ものが半数以上を数え、校外研修の中心を占め

ている。特にコンピュータなどの'情報処理関係

の研修会の開催が多くなっており参加者も増加

している。

校外研修の成果は半数以上の学校で教科、分

掌に報告されている。教員全体が共有する比率

は約３３％となり、かなりの比率で教員に何らか

の方法で研修成果は伝えられている。しかし情

報の提供が全く行われていない学校が３２校あ

った。校外研修での成果は、授業・学習指導の

創意工夫や、生徒の生活指導や生徒との対応に

ついて効果が見られ、校外研修はかなりの比率

で、学校の教育に大きな効果をもたらしている

と言える。

Ⅱ教員組織の活性化について

本年度は都教育委員会の「都立学校あり方検

討委員会報告書一校長のリーダーシップの確立

に向けて－」（平成１０年３月）に基づく「管理

運営規程の策定について（通達)」（平成１０年

１０月）を受け、各学校は管理運営規程を定めた。

この運用について教頭の果たす役割に調査の視

点を当てた。アンケート調査は以下の２項目に

ついて実施した結果、各校は実｣盾に応じて多様

な取り組みをしている。

（１）Ⅱ－１勤務校における「企画調整会議

の構成員及び運営」について

アンケート調査の結果と分析

１－１校内研修について

校内研修が年間計画に位置づけられているの

は９３校で約半分である｡年間計画に位置づけら

れていない学校では、５５％が必要に応じて行っ

ていると回答している。年間計画に位置づけら

れている学校で、教頭が果たすべき役割は、「担

当者に指導助言する」が一番多く、次に、「推進

組識を明確にする｣、「中・長期的なテーマを設

定する」と続く。年間計画に位置づけられてい

ない学校では、一番多いのは「推進組識を明確

にする」である。その次に「中・長期的テーマ

を設定する｣、「部会や学年会に出席し、推進を

促す｣、「外部資料など情報を提供する｣が続く。

研修が活発でない理由の一つには、研修を担当

する校内組織がつくられていないことが挙げら

れる。準備段階での教頭の役割は「主任層を指

導・助言する」を挙げ、主任の果たすべき役割

が大きいと考えられている。また、実施段階で

は「担当者への指導・助言」が７０％と圧倒的で

ある。教頭は校内研修の充実のために、校内研

修を推進するための組織作り等相当程度かかわ

りを持ちながら役割を果たしている。講師の招

聰について東京は比較的外部講師を招聰しやす

い環境にあると言える。

研修に対する教員の意識について、「大変低

い｣学校が１６％もある。意識の高い学校では｢課

題解決の必要性が高い」という回答が７４％もあ

り、逆に意識の低い学校では「教員が全く必要

,性を認めていない」が６６％を占め、教員に必要
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講師を勤めました。一日中の研修で、私の出番

は、最後でした。朝からの研修ですから、どれ

だけ聞いてくれるかと思いながら話しをしたの

ですが、先生達は本当に集中して聞いてくれま

した。先生達は非常に研修意欲があると感じま

した。先生方のその意欲をどのように位置づけ

持って行くのか。例えば９月１日の防災訓練の

後、職員会議等で職員に校長や教頭が防災教育
や心構えについて話をすることも研修であると

思います。また、各学校でカリキュラム委員会

等が設置されていると思いますが、職員会議を

通して委員会で検討された内容を発表し、みん

なで討議していく。それも研修です。学校の活

'性化のために校内研修を年間計画に位置づける

のも一つの方法ですが、その場その場で起こっ

た現象に対し一番興味のある課題を取り上げて、

先生方の意識を掘り起こしていくことで研修が

体系づけられると思います。

次に教員組織の活性化ですが、この発表の中

で企画調整会議を管理運営規程の準則どおりに

やっているのは７０％とあります。管理運営規程

の策定は校長にとって大変なことであったし、

教頭もまたそうであったでしょう。これは、簡

単には定着するものでははい。非常な努力がい

ります。その根本は何かといいますと一番大事

なことは、主任制の定着です。主任制の定着な

くして管理運営規程の定着はないと申しても良

いでしょう。主任制度については、職員団体が

何十年もかけてこれを阻止し、勤務評定を反対

してきた経緯があります。この発表の中で、「こ

の制度に教員はなじまない」という答えが５校

あります。なじまないのではなくて、なじませ

なくてはならないのが管理職の責任であります。

これは規程ですからやらなければいけません。

都立高校の命運がかかっています。特にこれか

ら校長となって職責を果たしていく教頭先生達

が、これをしっかりと受け止めておかないこと

には、学校が死んでしまう結果になります。是

非重く受け止めて欲しいと思います。

現在私は都立高校を回っています。すでに７０

校の校長先生と面接をしていますが、校長と共

に教頭の姿が都教委によく見えるように先生方

の健闘をお願いします。

司会白木和敏（清瀬）綿田直樹（調布北）

記録大倉範幸（墨田川堤）木嶋智恵(田園調布）

（２）Ⅱ－２平成１１年度の校内人事について

アンケート調査は１２月から１月にかけて行っ

た。分析と考察の結果から、教頭の努力のあと

がうかがえる。特に、教頭は教員の意識改革に

時間をかけていることが分かる。各校の教頭は

校長の指導のもとで、創意工夫を行い、労を惜
しまず指導力を発揮している。

「管理運営規程」の定着のために各校の歴史

的事1情を踏まえて教頭が多様な策を立てて取り

組んでいる実態がよく分かる。都立高校の中に

は創立以来の年数も様々であり、学校運営の内

容にも格段の差があり、アンケート調査の分析
もまとめにいく面があった。４月下旬以降は、

実施状況も好転していることも予想できると考
える。

まとめ

校内組織の活↓性化は教員の意識の変革が不可

欠であり、これには教員の資質の向上が大切で

ある。そのため研修の充実を求めて、教頭は現

在学校の実態に応じて取り組んでいることが、

アンケート調査から明らかになった。研修会へ

の参加の粘り強い呼びかけと研修会で収集した

情報の共有化の面で、教頭が力量を発揮するこ

とが学校改革の推進の糧となる。組織の活性化

を図るには、新しい管理規程の定着を目標に教

員の意識の改革を図ると共に教頭は教員の共通

理解を達成するための方策とその実践が重要で

ある。校長がリーダーシップを発揮できるよう

に、教頭は補佐役として教員との様々なかかわ

りを持ちながら、「開かれた学校運営の実践｣、

「組織の機能を高める」ため校長の指導を仰ぎ
ながら、教頭間の情報交換と連携を深めて、自

らの力量を高め、研鐺を積むことが求められて

いる。

指導・助言

前都立野津田高等学校長伊集院兼宏先生

研究の内容は非常に重要なものを含んでいま

す。まず研修についてですが、研修は先生方の

意識の中で大きな比重を占める問題であろうと

思います。教員は研修が命といわれるように研

修は非常に大事です。しかし、発表にもあった

ように高校の校内研修の定着度は小・中学校に

比べ低いといえます。しかし、そうだからとい

って高校の先生に研修意欲はないかというと、

決してそうではないと考えます。私は、７月の

現職研修Ⅱで「中堅教師の役割」ということで
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第３分科会

1．新しい教育課程づくりに向けた教頭の役割

一総合的な学習の時間について－

高等学校教育研究部第１委員会

提案者星野喜代美（富士・全）

新学習指導要領には、激しく変化するこれか

らの時代に生きる力を育てていくため、「総合

的な学習の時間」が盛り込まれた。そのねらい

は、「自ら課題をみつけ、自ら学び、自ら考え、

主体的に判断し、よりよく問題を解決する資質

や能力を育てること」「問題の解決や探究活動

に主体的、創造的に取り組む態度を育成するこ

と」「自己の生き方についての自覚を深めるこ

と」等である。

「総合的な学習の時間」を実施するにあたっ

て、文部省は、地域や学校、生徒の実態に応じ

て、横断的・総合的な学習や生徒の興味・関心

等に基づく学習など各学校の創意工夫に期待し、

教科書や指導書を出さないとしている。

すでに専門学科の高校などでは、「総合的な

学習の時間」と見なすことのできる「課題研究」

を実施している学校もあるが、普通科高校での

実施例は極めて少ない。そこで、先進的な事例

を紹介し、教頭としてどのように係わり、指導

していくことが必要かを調査・分析・考察する

こととし、先行校４校に実踏調査を行い、主に

経緯、概要、現在の状況、課題・問題点等につ

いてまとめてみた。

１．東京都立Ａ高等学校

第１５期中央教育審議会の答申を踏まえ､開校

時の教育課程から「課題研究」を導入・実施し

ている。

主題はＡ校の専門教科である国際理解に関連

するものとし、個人研究とし、必要に応じて講

師や他の研究機関等で指導を受けてもよい。研

究方法は図書館･資料館の利用､実地踏査等によ

って進める。

報告書は、日本語または英語で記述し、指定

の表紙をつける、参考文献は必ず記載して提出

する。評価は、研究経過、面接試験、提出原稿

により、ａ着眼点ｂ方法ｃ内容ｄ創造力ｆ文章

表現力ｅ意欲の観点から行い､普通であれば４、

特に優れているものには５を与える。なお、現

在まで単位を認定しなかった例はない。

現在は、校務分掌の中に研究開発部が設置さ

れ、３名～４名の教員で構成されており、生徒

への説明会の企画、実施、課程の分類と担当教

員の決定等の業務全てを行う。

２．３年生を対象とし、２単位で通年行われ

ているが､長期休業中に指導をする場合もある。

全体として生徒は意欲的に取り組み成果をあげ

ている。

〔課題と問題点〕

①教員一人あたり生徒８名～１０名を指導す

るが、それぞれ個性ある指導を行うため、指導

方法や内容に差が出る。

②研究報告には力作が多く、週２時間では時

間が足りずに放課後等の時間外指導が多くなり、

教員の負担が大きい。

③人事異動等により、組織としての指導や協

力体制の維持・確立が難しい。

２．私立Ｂ女子高等学校

女子の普通科高校であり、一時は中学校も併

設されたが、生徒急減期に閉校の危機に瀕し、

多くの改革を行ってきた。

平成５年度、完全学校週５曰制に向け、校長

より教育課程の改善の要請があり、教育計画委

員会が発足した。委員は１１名で構成され、「総

合｣については週１４時間の中から、１時間の｢総

合」と研修１時間が認められた。

平成６年４月教育計画委員会の中にプロジエ

クトチームが発足し、指導案作りを行う。平成

７年４月から委員を６名とし、週１回会議を設

定する。平成８年度から、１年の｢総合」「愛と

性」を主題として１１名で開始した。

１年の総合「愛と性」の学習目標は、ア）愛

と性を考える中で人間としての生き方を考える。

イ）男女の性機能を科学的に知る。ウ）愛と性

を男女の対等な人間関係の中で考える。工）性

に関する様々な問題を、平等・人権の視点で考

える。

事業内容は､ア)導入イ）男女の性機能ウ）

避妊･中絶工）性の商品化オ）エイズ力）
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〔教頭の役割〕

①委員会素案作成時の指導助言、②主題例の

提供、③講師の依頼、④施設･設備の充実と渉外

等がある。

４．東京都立Ｄ商業高等学校

商業科、国際会計科、’情報処理科を有する商

業高校で、１８クラスの中規模校である。

学習指導要領に「課題研究」が示されるとす

ぐに検討に入り、平成８年度より実施している。

「課題研究」は専門科目に属しているため、指

導は全て商業科の教員２０名が担当している。

対象学年は、専門科目の‘総合的，な学習の

一環として捉え、専門科目の深化がより期待で

きる３年生とし、実施方法は、特定の曜日に同

時に、２単位科目として一斉指導している。

講座の決定方法は、生徒の興味・関心に基づ

き、自発的な授業設計による学習効果を期待し

て生徒の希望を最優先とした。２年生の２学期

に当該年度の開講講座一覧から予備調査を行い、

開講希望講座も記入させて次年度開講講座一覧

を作成する。３学期に一覧による希望調査を実

施し、第４希望までとる。その後、生徒一人ひ

とりと面接し、学習目標、予定、方法を確認す

る。教員に対しても担当講座の希望調査を実施

し、１０人～１５人で１講座を開講する。

評価・評定は、調査・研究、実習、作品制作

分野については、自己採点と提出物、および出

席状況を総合的に評価し、資格取得分野につい

ては、生徒の設定した学習目標の進行度合によ

って評価する。

〔検討課題〕

①生徒の学習目標と学習意欲の喚起、②専門

性と職業観の育成に対する疑問、③教員の研修

体制の整備、④施設・設備の充実、⑤生徒自身

の課題設定と解決能力育成教育への教員の意識

改革、⑥生徒と共に考える指導法の研究と開発

等である。

〔教頭の役割〕

①研修組織の確立、②教員への'情報伝達、③市

民講師の採用､④地域との連帯の必要性等がある。

５．課題とまとめ

今後、実施に際し次の点が考えられる。

（１）指導方法

年間を通して時間割に位置づけることが運営

上必要であるが、主題により長期休業中にも集

中的に行うことが必要な場合もある。

（２）単位数

３年間で３単位～６単位の幅があり、どの学

研究発表とした。授業形態は、ｌクラスを半分

に分けて班別討論を行い、ビデオや教具を活用

することとした。

単位修得については、テストは行わず、評価
はしない。ノートづくりを通年で実施しノート

の提出と研究発表を最低の条件とする。

平成１０年度に３年目を迎え、２年の総合で

「平和｣、３年の総合で「女性と人権」といった

系列が完成したところである。

〔課題と問題点〕

①教員の指導力の向上②教師集団の活力の

低下③教員の持ち時数④研修時間の確保

⑤履修・修得の方法⑥評価方法⑦教科予算

の保障等。

３．東京都立Ｃ高等学校

平成８年、「課題研究の指導と評価｣の委員会

が発足し、５名で検討を開始。平成９年３月、

①研修課題の報告書作成の義務づけ、②系列や

科目の学習と関連する課題設定、③課題に関連

深い教員の担当等が確認され、その目的は自ら

課題を発見し、主体的に解決していく能力の開

発とした。

第２学年の７月に説明会を実施し、ア）３年

間の学習のまとめであり、自分の力で研究する、

イ）教師は助言者である、ウ）研究主題は１０

月、年間計画書は１１月末の締切であることを伝

えた。

指導者の決定は、提出された計画書を分野・

教科別に分類し、各教科担当者を決定し、教員

１名につき生徒は１０名程度とした。

評価は､毎時間提出する報告書で自己評価(意

欲、計画的実施、気づき.疑問・好奇心の３点）

を提出させ、さらに研究への「意欲・関心・態

度｣、出席、活動状況等を加味して総合的に評価
する。目安は５段階評定の４とした。

学習方法は、校内を基本とするが、担当者が

認めた場合には、図書館等の利用や資料収集の

ための外出を許可することとした。

〔問題点と検討課題〕

①研究の行き詰まり、②校内の資料不足、③授

業中の他ゼミ生徒の侵入、④生徒掌握が困難、
⑤発表会の視聴者が少ない、⑥発表会の設定時

期と３年生の受験時期の重複等が問題点であり、

検討課題は、①図書館の使用方法、②課題研究
の実施時期、③「産業社会と人間」との関連、

④進路別、分野別講演会等の講師の確保、⑤系
列毎に不均衡な生徒数の是正、⑥施設・設備の

利用方法、⑦生徒の進路保障等である。
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年で何単位を実施するのか。

（３）教員の意欲

教員の意欲を継続させることが大切であるが、

特定教員への負担の集中や、人事異動などによ

り教師集団の協力態勢の変化。

（４）修得と評価

生徒の状況や学校の体制により、様々な方法

が考えられるが、教員の意見をまとめていく際

に教頭はいかに適切な指導・助言、情報提供が

できるかも重要な役割である。

〈質疑・応答〉

－他県の実践校の紹介－

この学校では、全校的に「総合」に取り組ん

でおり、各担任が自分のクラスを指導している。

テーマは教材開発委員会が提案する。委員会

は、校長、教頭、国際委員、環境委員、』情報委

員、福祉委員、地域調査委員からなり、実施計

画を作成したり、素案を学年に提案し、何度も

キャッチボールをして決定する。

授業は、ｌテーマ５時間でワンセットとし、

ｌ限は全員対象の外部講師の講演、２限はｌク

ラスが体育館ステージで模擬授業、他はクラス

は見学、３，４限は各ＨＲでビデオ学習やデイベ

ート、５限にまとめなどのように行う。全校的

に取り組むには、日常的な校内のコミュニケー

ションが大切である。

（問）必修クラブの中身を踏襲する形で「総合

の学習時間」を実施できるのか。

（答）文化クラブの一部では不可能とは言えな

いが、趣旨が異なるため、無理と言わざるを得

ない。

（問）主に受験校では、受験のための「演習」

に利用されるのではないか。

（答）趣旨を踏まえて、初めから認めない方向

で指導していただく方が良いと考える。

司会武山洋二郎（羽田）長谷川賢（拝島）

記録小暮通夫（永山）吉田定良（赤羽商業）

２．定通教頭がイメージする総合的な学習の時間

第三委員会

提案者相良健次郎（奥多摩分校）

（１）意義・目的について

「主体的に考える力．学ぶ力を育てること」との

答えが７６％を得、「知の総合化を図ること」が

40％・他の二つの項目は３０％以下でした。「主体

的に考える力。学ぶ力を育てること」に主眼を求

める傾向が見られました。

（２）テーマについて

テーマは学習活動の内実を決める重要なポイント

です。重視したいテーマでは「福祉・健康｣、「国

際理解｣、「環境｣、「情報｣を中心に調査しました。

「環境」が45％、「福祉・健康」が31％、「国際理

解｣が18％、「情報｣が16％でした。「福祉･健康」

重視の観点では、他人を尊重する態度や思いやる

気持ちの育成に５３％の支持があり、その他の観点

も３０％以上の支持で各観点のばらつきが小さい

ことが分かります。この事は今後、急速に高齢化

社会が到来することに存する理解と受け止められ

ます。「国際理解｣重視の観点では、自国について

の理解を深めることに73％の支持がありました。

平成１０年７月に、教育課程審議会から、子供た

ちが社会の変化に対し主体的に生きる力を育むた

め、教科や特別活動、更に第三の領域として「総

合的な学習の時間」が提言されました。この時間

は、各学校が地域や学校の実態等に応じて創意工

夫し、特色のある教育活動を展開し、教科等の枠

を超えた横断的・総合的な学習によってより円滑

に実施するための時間です。そこで、第三委員会

では、定時制・通信制課程における「総合的な学

習の時間」を定通教頭がどのようにイメージして

いるかをアンケート調査研究しました。調査の対

象として都立高等学校定時制・通信制教頭１００校

103名（含む北地区チャレンジスクール)。回答数

は総数８３．調査時期は平成１１年２．３月です。

文献・先行研究をもとにアンケートを作成し、内

容は①意義・目的②テーマ（取り組む内容）③教

育課程④指導体制⑤学習形態⑥学校行事⑦評価⑧

自由意見の８項目について調査しました。

調査結果と考案
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と高率でした。「積極的に活用」と合わせると

89％でした。地域と関連した内容を取り入れ、教

員だけでなく柔軟に外部の人材活用を考えている

と思われます。

（５）学習形態について

テーマの設定方法については「テーマを設定し、

その中から選択」が半数以上で、自由に設定させ

たり－つに固定することはあまり考えていないよ

うです。教育の指導体制に合わせたテーマ選びと

なる可能性を示しています。「１．２年では設定し

たテーマから選ばせ、３．４年では自由に設定」

との学年進行に伴った設定は少ない回答でした。

この時間のねらいから創意工夫を生かして特色の

ある教育活動を行うためにはグループ学習が有効

であろうと考えた設問を設定しその中から２つを

選択してもらいました。予想のどうり「グループ

に分かれ、いくつかのテーマから選ばせて取り組

ませる」が７４％と非常に多い結果となり、「グル

ープに分かれて共通したテーマ」３５％と「生徒各

自が自由に行う」３２％と生徒各自にと言う考えも

三分の一は存在する事が分かりました。集団設定

は、「ホームルームを単位と考えている」が４０％

と「学年、学級を超えたグループつくり」の２倍

となっています。学年、学級を超えたグループ作

りには指導体制など解決しなくてはならない課題

が多いためと考えられます。

（６）学校行事について

「テーマによっては活用を考えたい」が70％近く、

「積極的に活用したい」を合わせると８０％近い数

字です。「総合的な学習の時間｣に学校行事が活用

できるのではとの高い関心が読み取れます。「現

在行っている学校行事」で活用しようと思う行事

を二つ挙げてもらいました。「現在行っている学

校行事」と限定したのは新行事を創設するよりも

現在行われている行事を活用する方が教職員の理

解も得やすく、行事の活用もし易いのではと考え

たからです。その結果、修学旅行や文化祭が高い

数値を示しました。修学旅行では指導の仕方によ

っては年間または半期を通じての学習が可能と思

われますし、文化祭も「学習の成果を発表する」

という視点で活用できそうです。修学旅行、文化

祭ともに長期間をかけての学習が可能ということ

で注目度が高いようです。定時制・通信制ならで

はの行事である生活体験発表会も活用できそうな

行事の３番目に挙げられました。

（７）新行事の創設について

調査時点では「考えられない」という答えが上

回りました。「考えられる」と答えた37名の方々

国際化が急速に進展する中で国際社会に生きる日

本人の育成は一層重要です。そして我が国の歴史
や文化を正しく理解し異なる文化や習慣をもつ

人々と交流し共に生きていくための資質と能力の

育成が一層重要になります。「環境｣重視の観点で

は各項目がほぼ均等でした。「'情報｣重視の観点で

は４つの観点の支持率がほとんど同じで４０％前

後でした。携帯電話等の爆発的な普及等、今後の

社会が高度』情報通信社会である事を踏まえて`情報

化への対応の危機感が伺われます。

（３）教育課程について

「課題研究」で代替する事については、専門学科

を有する学校で、「代替する｣との回答が約半数、

「代替しない」が30％近くになります。扱い方は

「時間割に位置づけ継続的に行う」が60％近く、

その他も44％あります｡内容によっては集中して

行う必要があるとの考えを反映しているとみられ

ます。単位数は教育課程審議会答申で３～６単位

としていますが、３～４単位との回答が80％以上

で､答申の上限６単位との答えは１０％未満でした。

授業時間に組み込む場合３～４単位が比較的扱い

易いためとみられます。各学年への割り振りは、

それぞれの各学年に割り振るとの６６名の回答の

内、「各学年均等に割り振る」と「特に３．４年で

扱う」とがほぼ同数でした。初めて導入で、様々

な試みが予想される結果となりました。上級学年

に割り振る回答が下級学年に割り振る回答に比べ

て多くなっていることが注目されます。検討の進

捗状況は「調査時点で検討していない」が80％以

上あり、内容が不明確で扱いにとまどっている学

校が多いとみられます｡しかし平成１２年度から導

入可能なこともあり、現時点よりは進むものと考

えられます。「検討を進める分掌｣については教務

が最も多く、新たに委員会を組織し積極的に対処

しようとする答えも１０％強あり注目されます｡そ

の他に職業高校で「専門学科で行う」が１名あり

ました。尚、回答数は66名です。

（４）指導体制について

担当者については｢全教員が担当」「教科にこだわ

らないで担当者を選出」「特定の教科が担当｣の３

つに分散しました。「各教科から担当者を選出す

る」が低率でした．この事は単学級校が多いため、

「全教員が担当する」を選択した可能性がうかが

えます。担当人数の配置については、「２人で担

当」「３人以上で担当」を合わせると８０％でした。

複数の教員で担当する指導体制をイメージしてい

ると思われます。地域や社会の人材の活用につい

ては､回答数７７名で｢必要に応じて活用」が70％
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うイメージの中で、「新しいことに取り組もうと

する教員の意識がどこまで目覚めるかが課題であ

る｡」「この時間に関する研究会、研修を是非開催

してほしい｡」「誰が何をいつどのように実施する

か、計画を立て校内の共通理解を得ることが必

要｡」「教員の配置､予算措置など条件整備が必要」

「具体的な内容方法などについて多くのモデルが

必要｡」などの自由意見がありました．

他の意見に付いては副資料をご覧ください。

に､内容を尋ねたところ､ボランティア活動的な行

事が高い数値でした。進路指導・就職指導といっ

た内容も考え、職場体験などがある程度の数値を

示すかなと思いましたが結果は、進路関連の行事

への関心は高くありませんでした。

（８）学校行事の活用の仕方について

「テーマの設定に合わせて様々に活用する」が

46％を占めました。修学旅行では、事前学習．現

地調査．まとめといった活用の仕方が考えられそ

うですが他のテーマではやや考え難かった様です。

確かに、「どのような行事を活用するか」「どのよ

うに活用するか」は具体的に話が進んでから決め

られるものと思われます。いずれにせよ学校行事

を活用する事は十分に考えられそうです。今後の

実践が興味深いところです。

（９）評価について

教育課程審議会においては数値的な評価はせず、

活動や学習の過程などの状況・成果、意欲・態度、

進歩の状況などを踏まえて評価し、指導要録の記

載においては数値評定を行わず所見等を記述する

ことが適当としています。従って評価は、今まで

の教科の評価とは異なります。評価の観点を３つ

選択してもらったところ、「関心・意欲・態度」は

従来の観点の「理解力」「思考」「表現」を大きく

上回り９０％以上ありました。学習成果の評価の基

礎資料となるものを二つ選択してもらったところ、

「まとめや発表・質問活動など」が60％以上を示

し、自ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主

体的に判断し問題解決する資質や能力をみる基礎

資料として､これらが適切であると考えられます。

「生徒自身の自己評価」の導入については、「適

当」が80％で、自己評価に肯定的でした。生徒自

身が学習を振り返って反省し、工夫する絶好の機

会と考えられます。また、生徒と教員の双方から

の評価の仕組みにすれば、より信頼性が高められ

ると考えられます。自己評価の方法については、

「学習記録を作らせ自己評価させる」が42％に昇

り、経過を記録させプロセスを自己評価させるこ

とが重要と考えられています。評価の記載では、

教育課程審議会の言う「所見記述のみ」が一番多

いが、「他の評価との組み合わせ」の合計は６０％

を超えました。「所見記述のみ」は３０％以下であ

り、評価は分かり易く客観性・信頼性が必要であ

ると考えていることが分かります。所見記述を主

とし、他の段階的評価などを取り入れる必要性が

あると考えられます。

（10）自由意見

「総合的な学習時間」＝何でも挑戦できる、とい

まとめ

傾向として、「各学校の現状を踏まえ、『総合的

な学習の時間」を特色ある教育活動として積極的

に展開するまではいかなくとも、生徒たちの考え

る力．学ぶ力を育成する場にしたい」と考えてい

るようです。扱いは、教科や特別活動などの教育

活動との関連でとらえる傾向が強く、授業時間に

組み入れ３～４単位｡実施方法は、グループ単位、

場所は校内にある文献・資料を使い主に「環境福

祉」「健康｣といった内容を取り上げることをイメ

ージとして持っている様です。「総合的な学習の

時間」は、「生きる力」を育むことを目指しており、

その趣旨は今回の教育課程の基準の改善の根幹を

なしています。このことを真筆に受け止め「総合

的在学習の時間」についての真剣な取り組みが急

がれます。

＜質疑・応答＞

（問）総合的学習の時間の扱いについて「その他」

44％とあるが､この中身を具体的に教えてほしい。

（答）担当者不在のため後ほど資料を示します。

（問）新行事の創設で学校行事に位置づけるとい

う考え方があるが、具体的にはどんなものか。

（答）チャレンジスクールの実戦では「遊びの名

人」と名乗ってトランプゲーム・マッチ棒をつか

った手品・セメントでつくる．竹馬の制作・飛行

機の制作など多様な例があります。

（問）新行事で進路にかかわる職場体験的な行事

に対する回答は少ないとある。進路はやり易いと

思うが､内容のいくつかを紹介してほしい。

（答）例としてボランティアなどが示されたため

にその回答が多いだけで、具体的にはわかりませ

ん。進路にかかわる実践が草の根的に取り上げら

れることがあってもよいと思います。

司会五十嵐和雄（久留米･定）長津美明ｑ樫ｆ･定）

冒瞬星幸典(北多摩･定）黒澤真木夫伍日市･泡
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を集めたものですがいくつか気になったことがあ

ります。例えば、－週間の持ち時数を考慮し時間

減とする、曰々の教育活動の大変さに負けそうに

なる、知識の伝達者でなく生徒に問題を発見させ

自ら課題をみつけ解決する能力の育成への変換で

ある、特別な能力をもった教師にしかできない授

業でなく誰でも指導可能な制度を構築する、負担

が均等になるような制度を構築する、教科の枠を

超えた複数教員の体制づくりが大変であるなど、

とても気になったところです。つまり教頭がかな

り本気になって取り組まない限り今回の改革は難

しいだろうという事です。確かにそれは「しんど

い」事です。そこをどうするかこそが大きな課題

です。均等や平等など学校が一丸となって取り組

むのがベストですが公立高校では難しい面があり

ます。特別の人間に負担をかけてもそれがやがて

広がりを持つように核を中心に努力していくしか

ないのではないでしょうか。核になる教員の献身

的働きによって改革は進んでいくものだという視

点も忘れてはならないといえます。今回は、′情報

の収集という点では優れていますが、これからも

取り組みを続け、教頭がどう関わったのかという

視点でのレポートを期待したいと思います。我々

にとって重要なのは教頭の動き・役割こそ（もち

ろん失敗も含めて）改革を進めるに当たり重要な

資料になるのではないかと思います。実施まで３

年の期間がありますが、これをモラトリアムにし

ないためにも、全国の貴重な事例に学びながら、

教頭の関わりを重点に報告し、互いに経験を生か

しあう方向が大切と考えます。そして自らの実践

事例まで報告できるようになることが大切です。

総合学科の「産業社会と人間」の実践にしても全

国では実に多様な取り組みがなされていますが、

これらのモデルをそのまま利用するのではなく自

分の学校にあった独自なものとして料理していく

ことこそが基本的方向だと思います。当面、進学

校での総合的な学習の時間の難しさなどあります

が､２１世紀の教育を考えたとき今まさに踏み出さ

なければならない教育の方向性だと思います。新

しい学力観に立った大学入試のとりくみも確実に

始まっています。定時制の発表における新しい行

事の設定も様々な体験学習を設定した総合的な学

習の時間として工夫することもできます。知の総

合化としてチームで協力し、新しい学習の流れを

押し進め、学校が生涯教員の拠点として再生され

ていく事と思います。そのためにも教頭先生自身

が仕掛け､努力し新しい２１世紀の流れを倉I|ってい

ってほしいと思います。

＜指導・助言＞

前・晴海総合高校長小川輝之先生

今曰の協議会のメインは教頭の役割を考えるこ

とだとおもいますが、それは「教頭の役割の分科

会」で集中的におこなわれているようです。教頭

の役割として、教職員の人事管理という大きなも

のがありますが、教員課程・生徒指導の管理も教

頭の職務として極めて重要だと思います。教育課

程に対し「教育課程の経営」という呼び方でとら

えようとする学者もおりますし「教育課程管理」

と呼ばれることもあります。つまり、教育課程を

通していかに学校経営をすすめていくのかという

視点こそが教頭の職務として非常に重要であると

考えます。なぜか。それは晴海総合という新しい

タイプの高校を創った経験からいうと学校の特色

化にとって教育課程こそが中心を占めるからです。

したがって、各学校が、地域や生徒に対してどう

いった教育課程を編成するかが重要です。都立高

校の学校要覧をいつくか眺めてみますと学校の教

育課程の編成は十年一日のごとく変わっていない

面があります。本当に学校の特色化をすすめるな

ら、地域も生徒も違う以上、教育課程も違ったも

のになるのが本当だろうと思います。今回の指導

要領の改訂は、特に総合的学習の時間という「時

間」の設定が新しく入り、教科科目、特別活動、

そしてこの総合的な学習の時間と領域が３つにな

ったといえます。更にこの設定の中身は学校裁量

であるという点が大きく変わったことといえます。

このポイントをいかに生かすかが特に大切です。

たとえば進学高の場合、東京では指導要領にそっ

た教育課程が編成されていますが地方の進学校で

９０単位、あるいは９６単位の履修を課している所

もあります。こういった所でも視点を変え総合的

な学習の時間が狙っているような授業で、かつ大

学に入学してからも役立つような時間をつくるこ

とが可能なのか疑問をもちますが、実はここでこ

そ管理職の役割が極めて重要です。自分の学校で

やれることを工夫し学校改革につなげていく事が

必要だし、そこにこそわれわれ管理職のやりがい

があると思います。必修クラブは各職員がやれる

もので、この指とまれ方式でなされた面が強いで

すが､総合的な学習の時間は趣旨が違います。「生

徒主体の学習をどう進めるか」という事ですから

必修クラブとは全く違うものであると認識する必

要があります。その上で学校の魅力を引き出す教

育課程を創っていただきたいと思っております。

現実には教員はなかなか動いてくれないのではな

いでしょうか。今日の発表は、いわゆる「事例」
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１．新しい高校像を求めて

｢チャータースクール構想」に手掛かりを得た

定時制通信制併置併修の高等学校

第四委員会

提案者水谷禎憲（豊島・定）

宇田川敏昭（桐ヶ丘）

Ｉ．はじめに

本分科会では、アメリカ全土に広まっている

市場原理を導入した教育制度（チャータースク

ール構想）を参考にし、パソコンネットワーク

を取り入れた新しい高校像の研究・討議を行っ

てきた。

現在の定時制通信制高校に通う生徒を分析し

てみると､勤労生徒の他に､不寄校ぎみの生徒・

中途退学した生徒・学習に遅れのある生徒・生

涯学習の一環として通学する生徒等がいる。こ

のような現状に対応するために、弾力的で多様

な選択講座などの展開を可能とする教育課程の

編成が必要である。また、それぞれの生徒によ

り柔軟に対応していくことは必要であるが、現

状では限界があると考えられる。そこで、イン

ターネット等の最新の通信手段を有効に利用し

た在宅学習と、それぞれの生徒の学習のニーズ

に合わせて登校学習が可能となる学校を考えた。

Ⅱチャータースクール構想と新しい学校像に

おける学校運営連絡協議会

当委員会はチャータースクールの概念を部分

的に利用し、本部校（通信制）と多様な特色を

持つ支部校（定時制）とを同時に展開する新し

い学校像を構想した。生徒は自分に合った支部

校を選び学習の拠点とする。支部校の生徒が減

少したり、支部校を設置した目的が達成されな

い場合には、教育課程を変更し、支部校の性格

を変えたり、新たな構想の支部校を設置する。

なお、本部校と支部校の施設は、主に既存の全

日制都立学校を利用する。

本部校に設置される学校運営連絡協議会は、

毎年度学校評価委員会に学校評価を諮問する。

その結果を踏まえ、生徒、保護者、地域のニー

ズを教育内容に反映させ、支部枝の教育課程や

設置の目的についても検討し、本部校が実施を

する。

Ⅲ．新しい通信手段と情報処理を活用した高校

の概要

新しい通信手段と情報処理を活用し、このシ

ステムを、一つの目的に合わせてシステムアッ

プすることで、学校教育の現場が大きく変容す

ると考える。

第一は、校内ＬＡＮシステムの構築である。

サーバーといわれるホストコンピュータからそ

れぞれの末端にあるパソコンに結び、教育活動

を受け持つ系統と学校事務が生徒管理を受け持

つ系統の２つに分けて活用する。

第二は、校内ＬＡＮの内、教育活動の系統のみ

をＮＴＴなどの回線を通じて、在宅の学習指導に

用いることである。これらの手段を、充分に活

用するには、その'情報の内容を保護することも

重要である。内容はＩＤカードやパスワード等に

よって保護できるようにしなければならない。

Ⅳ、本部校と支部校の概要（教育課程と学習指

導を中心に）

新しい高校像として描いた学校は、通信制限

程で最新の通信手段と情報機器を活用した本部

校と、小規模、小人数、個別学習の学習環境を

基本とし、多様な選択教科・科目を展開する支

部校で構成される。学校としては、単位制で定

時制通信制併置併修の総合学科とする。

本部校における教育課程は、現在の定時制・

通信制の高校で扱われている必履修の教科・科

目を中心に設定する。また、「'情報」や「産業社

会と人間」を必履修教科・科曰として本部校で

扱う。また、必要に応じて選択科目を設ける。

生徒の興味や関心によって選択する教科・科

目については、各支部校で特色ある教育課程を

展開する。生徒の時間割作成や履修相談など学

習ガイダンスに応えるため、学校の年間行事計

画の中にオリエンテーション期間を設け、学校

組織として相談部と学習相談室を設置する。

-３７－
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①生涯学習者へ対応したカリキュラムを

中心とした学校

②体験、実習、実験等の学習を幅広く取
り入れた学校

（３）Ｃ校（個別対応による学習を主な内容と

する）

①習熟度や小人数班別授業を中心とした

学校

②相談的な指導を中心とした学校

③始業時と終業時以外は時間に拘束され
ない学校

（４）Ｄ校（健康・社会福祉教育を主な内容と

する）

①生涯学習としての健康教育を中心とし

た学校

②ボランティア活動等を通しての地域社

会との連携を目指し、社会福祉の体験

的なプログラムを持つ学校

２各支部枚における必履修科目及び
選択科目一覧

（省略）

３授業時間の設定

（省略）

４構想図（省略）

Ⅵ．まとめ

今年度は学ぶ側のニーズという観点から新し

い高校像を追求した。そして、「学校運営連絡協

議会｣の機能をさらに充実させたかたちとして、

チャータースクールの概念を導入した。前年度

の「地域一体型総合高校」に比較し、生徒の多

様性も考慮し、今後大きな需要が見込まれる支

部校を設定した。一方、本部校の機能を最大限

に発揮するため、コンピュータを活用し、生徒

管理と学習指導の両面の充実を考えた。

Ⅶ、今後の課題

1学校運営連絡協議会が作成すべき具体的学

校経営計画、具体的評価法の検討、およびそ
れらの具体案

２公立学校としての学校運営の安定性、継続

性と改革速度との兼ね合いの調整のための

基準作り

３小規模な支部校の中で、個々の生徒の希望

に即した授業を選択できる具体的カリキュ

ラムの編成

４授業を実際に選択する個々の生徒に対する、

十分なガイダンス体制の確立のための方策

の提示

５パソコンに慣れていない生徒に対する個別

本部校における学習活動については、パソコ

ン通信を活用した学習を行う。パソコンを通し

て、ｌ単位時間の授業をプリント提出と添削指

導で行う。単元のまとめとしてレポートの提出

を課し、学習評価の対象とし、定期考査とスク
ーリングの出席等を合わせて単位修得を認定す

る。

学校外における学習活動に対して、「学修単
位認定委員会」が単位の認定を行う。その認定
の内容は、総合技術教育センターの専門的な実
習に利用も含み、ボランティアや就業体験、ス
ポーツや文化活動での実績等が考えられる。

支部校においては、どのようなニーズを持つ

生徒を対象とするかを明確にし、教育課程編成
の重点化を図Ｄ、特色のある学習活動を展開す

る。支部校の設置とその教育課程の編成は、学

校運営連絡協議会の学校評価に基づき単年度と
する。生徒は、１週間に３日程度支部校に通学

し、残余の日数は自身の生徒や本部校への通学

に当てることもできるようにする。

教員は、本部校に所属し、支部校とのローテ

ーション勤務を基本とする。本部校では、半期

毎にパソコンを活用した授業編成の組み替えを

行い、支部校へ派遣される教員の交替も行う。

本部校では、支部校が設置されている学校（全

日制）の教員と連携し、チーム・ティーチング
や小人数班別授業と習熟度別編成による授業を

行えるようにする。

本)部校の相談部には､進路指導を視野に入れ、

日常の学習や生徒の時間割の相談に応じる学習

相談室、スクールカウンセラーを中心とした生
活相談室設置する。スクールカウンセラーは、

本部校に所属し、相談室に常駐する。また、複
数のカウンセラーを配置することで巡回指導や
メール通信等での相談にも応じることができる

ようにする。

単位の認定については、半期または、年度を

基本とするが、本部校での通信制の学習におい
ては単元の履修に応じて弾力的に単位認定を行

う。

Ｖ、支部校の例

１各支部校の特徴

（１）Ａ校（勤労生徒を主な対象とする）

①勤労生徒対象のカリキュラムを中心と

した学校

②多様な選択教科・科目の教育課程を持
つ学校

（２）Ｂ校（生涯学習等を主な内容とする）
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指導体制の確立のための方策の検討およびそ

の提示

く質疑・応答〉

・本部校・支部校の教員所属について

・本部校授業の教員の持ち方について

・生徒が教科を選択する場合、教科による支

部校選択について

.「チャータースクール」の設置にあたり、

どのような設置者とねらいを想定したのか。

・選択教科のガイダンス機能をどのように具

体化するのか。

．Ｄ校の授業スタッフ確保について

の生徒のために時間を緩やかにすることです。

例えば９時３０分の開始時間にすることで､心身

ともに負担を軽減できます。その結果、「人気も

出てきて、生徒が増えている｡」という話も聞き

ました。それは県からダウンしてきたことでは

なく、下から盛り上がってきた定時制高校の実

践例です。

さらに、この発表の中には管理職のことが出

ていませんでしたが、もしやるならば、この本

部校の管理職の在り方を考えてもよいのではな

いでしょうか。さらに校内組織を考えてもらい

たいと思います。

それから、人の問題をどうするのか。いい人、

やれる人を集められればよいのですが、出来な

いときは要請をすることです。都の教育研究所

とか、そういうところに優秀な先生方がいらっ

しゃいますから、裏付けとして協力して下さる

と思います。

もう一つはＡ校、Ｂ校、Ｃ校、Ｄ校の例示は

はいいのですが、もう少しポイントを絞って内

容の検討をする必要があります。つまり、もう

少し生徒が対象なのか､学習内容が対象なのか、

はっきりと表現することです。いろいろなケー

スが例示されると、分かりにくくなります。

さらに、パソコンをどのように導入するか、

ということです。もし行うなら、ノートパソコ

ンの利用とネットワーク活用です。もう少し経

つと安くなるでしょうし、そのソフトの中には

使い方も指導も入っています。先生が指導しな

くても、使い方はすぐわかる状況です。まして

や、これからは小・中学校でパソコンを経験し

てくるので、パソコン自体の指導はいらなくな

ってしまいます。これから新しい意味での`情報

教育が求められるでしょう。

く指導・助言〉

元都立江東商業高等学校長岩田壽夫先生

アメリカで普及しているチャータースクール

は、一昨年発表された定時制単位制高校のよう

に、定時制の充実に活用することができるので

はないかと思います。若干批判すると、物と人

の点では触れておりませんので、加えてソフト

面についても、もう少し充実して欲しいと思い

ます。特に、人の問題では十分検討して、実際

化する際には、こちらから都に働きかけること

です。やはりこちらから積極的に働きかけない

と、イソップ物語のように下で口を開けて待っ

ていたのでは実現できません。この研究を実現

するためには、教頭先生が中心に歩き出すこと

です。校長は後押しするが、やはり教頭先生が

中心となり、さらに委員会なり先生方の組織を

作っていくのがよいと思います。そこにチャー

タースクールの意義もあるようです。今ある形

に、このチャータースクール、またはその前の

単位制定時制高校も生かしていくことができる

のではないでしょうか。私が在職している頃に

行った調査では、長野の筑摩高校です。あそこ

も統合する中で、すごく生きています。新潟の

明鏡高校、定時制高校ですが、数校をまとめた

中で新しい力が生まれています。例えば、自分

たちが作り出したのは、午前中は不喜校や身障

司会：北澤道夫（大森高・定）

柴田英男（武藤高・定）

記録：米山泰夫（農業高・定）

大島敏秋（瑞穂農芸高・定）
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２．情報教育と教頭の役割

高校教育研究部第２委員会

発表者野志兼夫（高島）

については、普通高校では設置数が少ない。図

書室など学校の一角に生徒が自由に利用でき

る場所を作る必要がある。

Ｄ・校内ＬＡＮの整備は、職員室、事務室、コン

ピュータ専用教室が中心であるが､将来的には

各教室、特別教室、図書室も含めた整備が望ま

れる｡予算的な措置がとられることが不可欠で

ある。

Ｅセキュリティについては対策をとっている

学校でも、パスワード、ウイルス除去ソフトが

中心であり、個人データ保護のため生徒のＬＡＮ

と教職員のＬＡＮを別にするなど､根本的な対策

をとっている学校は数少ない｡インターネット

の導入により、ますますセキュリティに対する

配慮が必要であり、教頭にはこのセキュリティ

につい教員の意識を高めることが求められる。

Ｆ・インターネットの接続は、大変遅れている。

早急に予算措置がとられ､整備される必要があ

る。学校間、地域との交流、世界との交流のた

めの通信ネットワークの柱として、また'情報の

宝庫として、インターネットを教職員、生徒が

自由に利用できる環境をつくることが大切で

ある｡新学習指導要領の｢総合的な学習の時間」

での活用も考えられる。

Ｇインターネットの操作ができる教員が４人

に１人というのな少なく、今後は操作できる教

員の割合を高めていく必要がある｡校内研修の

中にインターネット操作の研修を位置づけた

り、インターネットの環境の整っていない学校

では、校外の研修に積極的に参加するよう、教

頭が働き掛ける必要がある。

Ｈ・研修についてはリーダー的な教員の７割が

研修を受けている｡受けていない教員の理由と

しては、「時間的余裕がない｣、「研修内容やレ

ベルの面で適当な研修会がない｣等があげられ

ており、研修内容の改善とともに、研修を受け

やすい環境づくりを促進する必要がある。

Ｌ新学習指導要領の教科「,情報」を指導する

ときの指導者数は２人以上との回答が９割を

超えている。「｣情報」を指導する際には、指導

者は複数必要である｡授業での教員の複数配置

を望む。

Ｉはじめに

今日の'情報社会では大量に様々な情報が行き

交っている。このような社会にあっては正しい

倫理観に基づいたモラルを前提として、人が情

報を正しく操作しながら、'情報を有効に活用す

る創造的な活動が求められ、学校教育において

適切に情報を活用する実践力や,情報の科学的な

理解力、そして、’情報社会に参画する態度を養

うための↓情報教育を実施していくことが大切で

ある。さらに、新高等学校学習指導要領（平成

１１年３月告示）において、新設の教科「情報」

が必履修教科になったことに伴い､平成１０年度

の都立高校における情報教育についての教頭に

対する意識調査・各学校の実態調査の結果を基

に盾報教育の現状と課題をまとめた。

Ⅱアンケート調査の結果分析

アンケート調査の結果分析は以下の通りであ

る。

Ａ・コンピュータ専用教室の週あたり使用時間

は平均１４．８時間になっている。これは商業・

工業の専門高校での活用度が高いためであり、

普通科での使用時間は少ない｡普通教科では数

学での活用度が群を抜いている。しかし、平成

１４年度から完全学校週５曰制になることを考

慮するとコンピュータ専用教室を使用できる

時間は最大２８時間である（週３０時間からＬＨＲ

と総合的な学習の時間を除く）。’情報の２単位

を学校で実施するとなると、８学級規模の学校

では１６時間を情報に占有される。残りは１２

時間で､他の教科のコンピュータ専用教室の使

用が制限されてしまう結果になり、教科｢'情報」

が加わると､現在の施設では対応できない場面

も考えられる。

Ｂ・コンピュータ専用教室の授業以外での利用

状況は、普通科の場合クラブ活動、生徒会活動、

教員の成績処理､公開講座等において使用して

いるが、管理上の問題から、一般的には生徒が

自由に利用できない現状がある。これからは利

用拡大を図る必要がある。

Ｃ・コンピュータ専用教室の他に、生徒が自由

に利用できるコンピュータを置いてある場所
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』．'情報教育に対する教員の資質を高めるため、

教頭として取り組むべき課題については｢外部

研修会への教員参加の推進｣、「校内研修の推

進」をあげる回答が多い。,情報教育の推進のた

めには、「'情報機器の基本的操作」に関する研

修とともに、「'情報の科学的理解｣、「情報社会

に参画する態度｣等に関する研修も教頭が積極

的に働きかけていくことが大切である。

Ｋ・校内で‘情報機器（サーバー等）の管理につ

いて､現状では特定の教員に負担を強いること

になりがちである｡将来的には各学校で専門に

対応する教職員を決め､時間軽減も考慮に入れ

る必要がある。

Ｌ’情報教員を推進するための校内組織は現在

のところシステムの維持管理､保守点検などが

中心になっている。これからは本来の'情報教育

を推進するための組織作りを教頭は推進する

必要がある。

Ｍ、’情報教育の目標設定については①'情報の収

集、②,情報の処理、③表現・伝達、④モラル、

プライバシー､⑤操作内容の５項目で調査した。

モラル、プライバシー、については８割近くが、

情報モラルやプライバシーに配慮して、自分の

'情報に責任を持つという目標を回答している。

このことは現状に危機感を抱いており、これか

らの'情報教育の大きな目標の一つであると考

えられる。操作内容に関してはワープロ表計

算、グラフィックス、データベース、インター

ネットなどのソフトウエアーの基本的な操作

をするという目標が多く、現在の機器、施設の

関係から通信回路を利用したコミュニケーシ

ョンまで達していない。

基本的には、,情報モラル、個人』情報の保護、

疑似体験と直接体験の違い等に対する認識を

深めさせながら、「｣情報社会をたくましく生き

る力」を身に付けた生徒の育成を目指し、各学

校で、生徒一人一人の適性、能力に応じた目標

を設定していく必要がある。

Ｎ、教頭が取り組むべき課題としては、生徒が

自由に使えるコンピュータの整備は必要不可

欠である｡現状では生徒が自由に使えるコンピ

ュータが設置されている学校は､専門高校を除

いて極めて少数である｡校内ＬＡＮの構築とイン

ターネットの導入に関しても急務であり、情報

教育を推進するために必要な環境整備を管理

職は積極的に働き掛けていく必要がある。「教

員の資質の向上」と回答した学校が一番多かっ

た。校内研修をはじめとする、'情報教育推進の

ための有効な方策を具体化していくことが求

められている。

Ⅲ情報教育の事例

２Ａ高校（全日制商業科）での情報教育

Ａ校における情報教育の目標および内容は、

次の通りである。

①文書処理（２単位）

文書処理に関する知識と技術をワープロに

よって習得し、そこで作成された文書'情報を

活用する能力と態度を養成することが目標で

ある。キー操作や文字入力にかなりの学習時

間を割り当て、タッチタイピングが完全にマ

スターできるように指導している。

②’情報処理（３単位）

パソコンを利用して、経営活動に関する

様々なデータを、集計処理、図形処理、’情報

検索・文書処理する知識と技術の習得を目標

としている。表計算ソフトを使って、表やグ

ラフの作成、データベースの活用、関数の利

用など、基本的な実習を－通り行った後、最

終的には生徒自らが収集してきたデータをパ

ソコンで分析し、報告書を作成する。なお、

通信ネットワークについては、設備や予算の

関係からインターネットを利用できないため、

』情報処理室のＬＡＮを使って、電子メールや電

子掲示板、チャットなどを模擬体験させてい

る。

③課題研究（３単位）

ワープロソフトを使ってホームページを作

成し、ＷＷＷプラウザで表示する内容の授業を

行っている。デジタルカメラで撮影した画像

を貼り付けたりなどして、ホームページを作

成するだけではなく、’情報を発信する立場で

の表現方法やマナーについても授業で触れる。

④情報管理（２単位）

データーベースソフトを使って、コンピュ

ータを効率的に利用し、データベースの活用

を図ることを目的とした授業を行っている。

リレーショナルデータベースを学習しながら、

新たな'情報の作り方や'情報の管理方法などを

理解させていく。必要に応じて、ＳＱＬ言語も

指導する。

Ⅳまとめ

今後、必履修科目として「｣情報」がすべての

高等学校で学習されるわけであるが、特に普通

教科においては、教科「』情報」の中だけで、そ
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③モラルの面

インターネットの活用が悪用されるケース

が増加してきている。実際にその予防策はな

いといってよい。（人権侵害・犯罪や中傷な

ど）

④セキュリティーの面

現在、即時対応が困難であること。

⑤教頭の役割

課題解決は可能である。例えば、公開講座

での活用・教員の配置は、ＴＴで（但し助手と

しての活用はやめるべき）・担当教員の育成・

教頭自身もできるようになること。

の曰標を達成することは難しい。先の事例に見

られるように、様々な教科で'情報教育への取り

組みがなされている。各教科、学校行事、クラ

ブ活動等すべての教育活動の中で工夫をこらし、

生徒に「'情報化の進展に主体的に対応できる能

力と態度」を身に付けさせる必要がある。

アンケートに書かれた「'情報教育の核となる

指導者（教員)」の養成が急務である。これらの

教員を中心に、校内での研修を盛んにし、教員

一人ひとりの能力の向上に努めるべきである。

また、「学校現場の'情報システムが実社会より

劣っており、LAN、インターネット等、制約が多

く、必要な技術の向上につながっていない。教

育の現場だからこそ、時代の先端技術を早く導

入し、教育現場で使えるようにしてほしい」と

いう意見に集約されるように、’情報教育に関す

る人材の育成と早期の'情報教育環境の整備が一

番必要とされている。

インターネットの活用の急速な拡大が予想さ

れる現在、教職員の「情報教育」に対する意識

改革は極めて重要である。今回のアンケート調

査、事例から判断すると、’情報教育、また教職

員対象の校内研修はコンピュータの基本的な操

作、コンピュータソフトの利用と応用といった

ことが中心で、個人,情報、プライバシーの保護、

セキュリティ対策、人権、著作権の保護といっ

た視点ではほとんどおこなわれていない。その

ための環境づくりに果たす教頭の役割は大きい。

最後に、学校現場において、教員自身が「学

校が楽しいか、楽しんでいるか」を判断の基準

にしてよい。教育においてベースになるものは

「感謝・感動・成就感」である。

指導主事巽公一氏

新学習指導要領の改訂により、先行実施する

福祉・'情報の専門教科の新設にともない、指導

者の養成講座をスタートさせる。福祉科の専任

は４００人､｣情報科の専任は３０００人程度養成する。

Ｖ指導・助言

指導助言者

前江東商業高等学校長岩田壽夫氏

新教育課程（平成１４年度より学年進行で）の

前倒し可能な、新たな必修科目「』情報」設定を

踏まえた本研究のテーマは、各校での処理状況

や基準として､大いに活用できるのではないか。

また、大いに活用してもらいたい。

今後の検討・課題は、以下の５項目にまとめ

られよう。

①物的な面

パソコン機種は、どんどん新しくなってい

る中で、都では、５年経過で更新としている

が、それでは遅いし、対応が後手になってし

まう。

②人的な面

教員の中にマニアがいるはず。そういう教

員を大いに活用したらよい。授業は本来楽し

むためにやってもらえばよい。
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問題事例の分析と防止策について

－教頭の役割と対応の実際一

生徒指導研究部第１委員会

提案者大山邦夫（北野）

〈提案要旨〉

本委員会は昨年度「学校不適応生徒に対する

校内指導体制｣という主題で研究を行った結果、

教職員が生徒指導を行う際、教頭が適切に指導

することが重要であるとの結論を得た。

本年度は不登校・中途退学に関する事例の中

から、特に、生徒の人権に関する問題、教員の

指導方法、指導内容に関する問題、教員の資質

に関する問題など、都民や保護者との意見の相

違などにより問題が生じた事例について分析し

その原因や対応のあり方について考察し、教頭

がどのような役割を果し対応すべきか提言し、

調査を行った。

（２）Ｂ校の事例

授業が始まっても教室に入らないＢ君を腕を

つかんで教室に入れようとしたＦ教諭が、Ｂ君

にふりとばされて壁にぶつかってしまった。Ｂ

君は教師に暴力的に対応したことを認めたため

職員会議を通して長期の指導に入った。この指

導に対して保護者が納得しない旨､伝えてきた。

再度調査したところ、Ｂ君は事件の直前に学

校生活全般について担任から強い口調で指導を

受け、不安定な状態になっていたことが判明し

た。

その結果、学校の指導に改善すべき点があっ

たので、教頭が、担任等に人権尊重の立場から

言葉の使用に気をつけるよう指導し、校長と相

談の上、家庭訪問し謝罪した。それにより保護

者は学校の方針に理解を示した。

（事例の分析）－この事例における問題点一

ア．発端におけるＦ教諭がＢ君を問題を抱えた

生徒であるという見方をしていたこと。

イ．事'情聴取の際、最初から生徒を加害者、教

員を被害者とする先入観念をもって対応して

いること。

ウ．生徒の考え、感』情についてじっくり聞くと

いう対応がなかったこと。

調査の結果と分析

（１）Ａ校の事例

２年に進級したＡ君は友達関係をうまくつく

れず、数人の生徒と対立関係になった。担任は

助言したが、Ａ君はそれ以来、不議校になった。

その後、父親より、学校からの無断欠席の連絡

が遅かったことや、担任が助言した内容に対し

て不信感を抱き、学校に対して釈明を求めてき

た。担任が対応しきれないので、教頭が保護者

と対応し、面接等を行なった。

その結果、Ａ君は結局、学校に戻れなかった。

保護者は不登校以来の学校の実績を評価しなが

らも、発端での担任の対応の誤りに納得せず謝

罪を要求してきた。教頭は、校長に相談し、そ

の意向を受けて、担任を指導するとともに、謝

罪の意思があるかどうか確認した上で、保護者

に謝罪し、理解を得た。

（事例の分析）－この事例における問題点一

ア．担任の助言が生徒の求めるものと全く異な

っていた。生徒が何を期待しているか見極め

る必要がある。

イ．学校と保護者間の速やかな連絡を怠ったこ

と。

ウ．親子関係の調整がうまくいっていなかった

こと。

（３）Ｄ校の事例

中学校の頃から不登校気味であったＤ子は、

１年時は||偵調にすごしてきたが、２年生に進級

した折、新しいクラスになじめす、登校するも

教室に入れず図書館で自習するようになった。

保護者にこの状況を話したところ担任の反応の

まずさを訴えてきた。

教頭は経緯をよく知る司書の協力を得ながら、

担任・学年・分掌などと連絡をとり、Ｄｆに対

する補習の実施など、組織的な取りくみを指導

した。その結果、Ｄ子はその後順調に出席し、

保護者からも感謝され、家庭でも協力する旨、

伝えてきた。

-４３－
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意識改革をすること。

の２点にしぼられる。

これらの事｣盾を通して、組織のマネージャー

としての教頭の役割の重要性を再認識するとと

もに、学校内の)情報公開とそれに基づく共通理

解づくりに努力しなければならないことを自覚

させられた。

（事例の分析）－この事例における問題点一

ア．担任が生徒の状況について保護者との連絡

を密にとっていなかったこと。

イ．管理職への報告、各教科、分掌、学年への

連絡が疎かになっていたことにより、組織的

活動をとることができなかったこと。

ウ．図書館司書の立場について、学校の方針と

して確立されていたのかどうか不明確なこと。

〈質疑・応答〉

（問）１４例の中で困難な事例、理解ができてい

ない継続的な事例等はあるのか。

（答）弁護士が関わる事例、保護者の理解がえ

られず、訴訟問題になった事例もあった。

（問）そのような困難な事例は何が原因であっ

たのか。

（答）たとえば、校内規定の中に「無期謹慎」

などという言葉が入っているなど、教員や学校

のもつ人権感覚の問題点があった。

（問）Ｄ校の事例において、中学校時代の不登

校の状況は、事前に知っておく必要があるだろ

うか。生徒においては触れられたくないという

考えもある。

（答）担任は入学時の面談をして、不登校であ

ったことを知っていた。学校としては組織的に

動くためにも、知っておく必要があるのではな

いだろうか。

（問）Ａ校の事例では謝罪をしたというが、悪

いことを認めたということで、その後におこる

不利益に対して訴訟等の可能性はないのか。こ

れからは万が一を視野に入れての対応が必要な

のか。

（答）ケースバイケースであろう。しかし学校

に非があったときは、できるだけ早く謝罪し解

決する場合もあると考える。

この質問に関しては、指導主事の先生方に助言

をいただきたい。

考察

都民や保護者が学校をみるとき、教員のもっ

ている生徒理解のあり方や価値観に対して、相

当難しい見方をするとともに、期待も大きいと

考えることができる。この理解を背景にして、

危機管理という視点から考察を加える。

（１）危機予防の観点から、保護者や生徒と、

日常的なふれあいを通して、信頼関係を作りあ

げておくこと。

学校の指導に対する苦'情の多くは、担任や学

校が、様々な場面において学校の指導方針や指

導の実態について'情報を公開していないところ

からくる不信感を背景にもつことが多い。信頼

関係を作りあげるためには、保護者会、三者面

談などの機会を利用して、保護者との間で生徒

に関して綿密な'情報交換をしていくことが基本

と考える。

（２）危機対応の観点から、組織的に活動する

という意識を常日頃より酒養させなければなら

ないこと。

最初にやらなければならないことは、まず、

学校内で情報が開かれることである。

（３）危機管理に対する教職員の意識改革の観

点から、人権に関する感性を酒養させる必要が

あること。

「子供の権利条約」にある、子供の意見表明

権の尊重という意味でも、その理由を聞いてや

ることが必要である。

く指導・助言〉

前都立南多摩高等学校長亀岡良平先生

本曰は講師というより、教員の－先輩として

意見を述べたいと思います。

まず、生徒が教師に何らかのアクションをお

こした場合、それには必ず何らかの理由・背景

となる特殊事情等があるはずだということです。

校長・教頭はこのことをきちんとおさえておか

ないといけません。

Ｂ校の事例でいえば、なぐられた教員を一般

の教員はどうみているか、日常的に生徒にどう

まとめ

３つの事例をもとに分析してきたが、１４事例

のうち、トラブルの原因が、人権に関わるよう

な発言態度であるものが８例であり、また組織

的な生徒の支援体制が組めなかったことが７例

あった。以上のことから、教頭としての役割は

①常に組織的活動として動くように教頭はマ

ネジメントをしていくこと。

②人権に関わる事柄をはじめとして、教職員

の都民・保護者に対する対応の背景にある、
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個々の生徒の指導、その学校の特質・認識をど

うするかということを議論しておくことです。

最後に、教員に常々いっておきたいことがあ

ります。東京都の地方公務員としての口覚をも

ってほしいということです。

教員に問題があったとき、刑法・民法・行政

法・道義的・道徳的なものをクリアできるかと

いうことです。特に４つ目が問われます。

この不況こそ地方公務員としての自覚を促す

チャンスです。教員に対しても適切な処置が必

要です。

対生徒にはカウンセリングマインドで接する

ことが大切なことはいうまでもありません。し

かし、管理職として教員に接するときは、カウ

ンセリングマインドをもつとともに、真の権威

を築こうとするなら最終的にはリーガルマイン

ドです。大事なことはファジィにしないで、校

接しているのか、現場にいた他の生徒はどうみ

ていたか、保護者はどうみていたかなど、可能

な限りの範囲で'情報を収集していく努力が必要

です。一方だけの言い分ではダメです。

事実関係の正確な把握から、必ず、具体的な

方策が出てくるはずです。

私はこのような近似事例において、結果的に

体験したこととして、「生徒は残す」「進級を認

めていく」という結論を出しました。

すると、このような事例だとえてして、「対教

師暴力を認めるのか」というような意見が出て

きます。しかし、校長・教頭は事実だけを把握

すると、教師の曰常的な言動にも非があったと

いうようなこともでてきます。このような場合、

管理職も反省して対応しなければいけません。

「あやまる」と「謝罪」は違います、謝罪す

るというときは、法延闘争をも辞さないという

ことを頭に入れておくべきです。

指導経過中、非があったときは、初期の段階

で、あやまることです。そのときは、担任、学

年主任、教頭という順番で、校長が一番最後に

なります。

次にＣ校の事例でみられるような行政職との

かかわりの問題です。たしかに行政職である司

書に正規の指導権はありません。しかし、行政

職でも学校教員の行政職は間接的に組織の一員

として教員にかかわっていると私は考えます。

学校が組織として指導制定をくむときには、司

書の方をはじめ、主事さん等の援助を素直に受

けるべきでしょう。このことは、教諭にも共通

理解をはかっておくべきです。

３事例に共通するのは、「生徒を見る目」をど

うするかという問題です。

これからは教員にも人事考課が入ってきます

が、基本的には加点評価をするのが、私はよい

と考えます。「生徒を見る目」に同じです。どん

な生徒も生徒は成長するという視点を全校あげ

てもつことです。

成長の度合は個々において尺度が違います。

場合によっては卒業後ということもあります。

そして、成長した先はどこなのか、昔は進路指

導、今は「自分深し」の援助をどうすべきかと

いうことです。

学級崩壊の背後に、学級担任の管理能力・指

導力不足の問題があることも不定できません。

「自分深し」の援助をどうするか、校内研修、

事例研修を行なわなければいけません。

成績会議の在り方として、進級の判定以前に

長にきちんと進言することです。

-４５－



１．生きる力を育む開かれた定時制を目指して

第五委員会

提案者清水一幸（三鷹盲・定）

そこで教頭は、進路指導について教員の共通

理解を図るために、担任や進路指導担当者と話

し合う機会を多くもった。頑なに従来の指導方

法に固執していた教員も、生徒の進路希望を実

現させるためには、きめ細かな指導が必要であ

ると少しずつ、意識が変化していった。また、

生徒に対しては自己の行ったことの成果がすぐ
にわかるものから取り組ませるように指導した。

先ず、履歴書を書かせることとし、生徒も一枚

の履歴書を苦労しながら完成させることを通し

て、生徒の意識も「何とかしなければならない」

と変化していった。その成果として、就職希望

の生徒や進学希望の生徒の希望を叶えることが

できた。このことで、在校生や保護者から進路

指導に対する期待と関心が寄せられており、今

後これからに応えるためにも、今回の指導協力

体制を生かしながら進路指導の組織化をさらに

図っている。

２地域懇談会を軸に開かれた学校を目指す

事例

Ｂ校では、これまで生徒による喫煙・吸い殻

の投棄・バイクの路上駐車・おしゃべりによる

通行の妨害等で、近隣の住民に対して迷惑をか

け、苦』情も多かった。様々な指導を試みたが、

効果は十分にあがらなかった。そこで、教頭が

率先して、地域の人々からの意見や要望を聞く

ため、「地域懇談会」の開催に取り組んだ。

地域懇談会には、多くの教職員が参加し、地

域の人々の声に耳を傾けた。学校側からは曰頃

の取組や指導内容を説明し、地域の人々の理解

と協力を得るようにした。地域懇談会を開催し

て、次のような効果があがった。①教職員の意

識を変え､生活指導に取り組む原動力になった。

②地域の人々の声を聞くことができ、若者に注

意したくてもできない現状が理解できた。③地

域の人々と意志疎通ができ､挨拶を交わしたり、

文化祭などの学校行事に、地域から学校へ足を

運んでくれるようになった。今後、Ｂ校では地

域懇談会の開催を組織的、積極的に取り組み、

学校運営連絡協議会に生かすように努めている。

Ｉ提案要旨

今日、定時制課程に通う生徒は、勤労青少年

の外に、昼間、仕事に就かないで不規則な生活

を送る生徒、不登校傾向のある生徒、全日制課

程から進路変更をした生徒、障害のある生徒、

外国籍の生徒など多様な生徒が入学をしてきて

おり、生徒の学力や目的意識には大きな違いが

ある。このため以前にも増して、教育内容の改

善・充実を図るとともに校内組織を活性化し、

教員が生徒理解をより一層努め、生徒の実態に

応じて一人一人の生きる力を育む取組が求めら

れている。また、学校が都民の信頼を確保し、

その期待に応えるためには、保護者や地域住民

との連携・協力により、地域に開かれた学校づ
くりを推進する必要がある。しかし、このよう

な定時制の現状では、組織的な取組が行われて

いるとは言い難い。

そして、研究部第五委員会では、平成１０年度

の実践報告である「充実した生活指導を目指し

て」を継承し、「生きる力を育む開かれた定時制

を目指して」を取り上げた。これは、定時制の

多様な生徒を抱える今日的な課題であり、多く

の学校が教頭を要として、いかに取り組むかが

問われている。取りあげた事例は「一人一人の

進路希望を実現させた指導事例」「地域懇談会

を軸に関する学校づくりを目指した事例」「外

国籍の生徒に自信を取り戻させた事例」「障害

のある生徒の自己実現を支援した事例｣である。

Ⅱ研究事例

１一人一人の進路希望を実現させた事例

Ａ校では、進路指導を行う組織的な体制がな

く、十分な進路指導が行われていなかった。さ

らに、進路指導は担任の仕事であると考える教

員が多く、進路指導に対する教員の意識改革を、

早急に行う必要があった。また、多くの生徒が

進路に対して「何とかなるだろう」と考えてお

り、生徒の進路に対する意識を変える指導をし

ていかなければならなかった。

-４６－
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３外国籍の生徒に自信を取り戻させ、自立す

る契機を与えた事例

外国籍のＡは、日本の生活習慣や人間関係に

悩み孤立していた。互いを認め合うことができ

ずに、友人や学校に不信感をもっていたり、授

業への不満もあった。Ｓ教諭は、職員会議で学

校としての誠実な対応の必要`性を力説した。こ

れを契機に、次のことが確認・決定された。①

Ａの立場を理解し、支援する体制を打ち出すこ

と｡②生徒一人一人に対する理解を深めること。

③国際理解教育の講演会を開くこと。一方、教

頭はＡに対して学校生活や将来のことを含めて、

自分の考えていることをまとめてみる契機とし

て「生徒生活体験発表会」に応募することをす

すめ、自分の今までの在り方生き方を省みる指

導を行った。発表原稿を作る過程で、Ａは自分

の育った環境、ものの考え方や文化、習慣の違

いについて理解を深め、今後の自分の生き方や

進路について視野を広げて考えることができる

ようになった。

Ｃ校では、今後お互いの違いを認め合い、思

いやりの心をもった豊かな人間関係を育み、社

会性を身につけさせる教育を具体化していくこ

とに努め、わかりやすい授業と豊かな人間関係

を育む特別活動を一層の充実を図りたいとして

いる。

４障害のある生徒を全体で支え、自己実現に

向け支援した実例

定時制課程では、通常の学級で学びたい．学

ばせたいという障害のある生徒・保護者の希望

により、その在籍数は増加の傾向にある。しか

し、障害のある生徒に対する専門的な教育を受

けている教職員は極めて少ない。Ｄ校のＢは、

重い障害のある生徒である。1年生の時は、学

年末の特別補講などにより進級を果たしたが、

２年生になってオーラルコミュニケーションの

授業において、授業のやり方や評価について保

護者、担任の要望と、教科担当者と考えとが異

なっていた。他の教科においてもＢとのコミュ

ニケーションが十分ではないために教科の内容

がわからないのか、説明が伝わらないのか判断

できないなどの問題がおきた。

Ｂの担任は、保護者と連絡を密にして信頼関

係を築いてきた。しかし、他の教員との接触は

少なく、管理職などからの助言は聞き入れにく

い性格である。成績会議などでも他の教員にＢ

への誤解を解くように努めていた。しかし、Ｂ

の指導について日常の'情報交換や協力依頼はほ

とんどなく、Ｂに対して厳しい評価が下される

と、その対応に苦慮していた。

教頭はＢへの指導を好機ととらえ他の生徒も

含めた重点課題を次の点にすえた。①保護者と

の連絡を密にし、その情報を全教職員が共有し

て生徒理解を深めること。②将来の自己実現に

向け、できる限り他人に頼らせず、できること

は自分でやらせて、そして認め、励まし、学習

意欲の向上を図ること。また、Ｂの指導には、

他の教員の協力が必要であることを繰り返し指

導し、校内の指導体制を構築する基盤の強化を

図った゜３学期に入り、Ｂを含めた進級が危ぶ

まれる生徒の指導は、学年末の特別補講期間だ

けでは不十分であると教頭は考え、放課後の補

習を提案しその実施により、生徒たちは進級す

ることができた。今後は、Ｂの指導を契機とし

て芽生えた、きめ細かな生徒理解に基づく指導

の工夫を、組織的に取り組み、生徒一人一人に

応じた支援できる指導体制の整備に努めたい。

５おわりに

本委員会では、「生きる力を育む開かれた定

時制教育を目指して」という課題を通して、充

実した生活指導や進路指導を進めるためには、

教頭がリーダーシップを発揮し、いかに教員や

校内組織と関わっていけばよいかについて研究

を進めてきた。

校内組織、課題への取り組み方、教員の意識、

学校を取り巻く周囲の環境など、各学校の実↓情

には差があり、教頭の関わり方も様々である。

しかし、今回取り上げた事例については、その

時々の教頭の的確な半Ｉ断や創造性に基づく教員

や組織への働きかけが、新たな発展につながる

一つの契機となり、生活指導や進路指導の充実

に一定の成果をみることができる。

今や定時制は、多様な問題を抱えた生徒が在

籍している。一人でも多くの生徒を支援し、変

化の激しい社会の中にあって困難に立ち向かい、

自立して生きていくための力を育み、自己現実

へと導くことが、今日的な教員の課題の解決に

つながる。定時制高校としては、このような視

点を積極的に打ち出し、保護者・地域住民との

連携・協力を図り、開かれた定時制教育を目指

していくことが重要である。そのためには、多

くの定時制高校が事例を出し合い、課題解決を

目指し、教頭を中心に指導体制を確立していく

ことが、今後ますます必要となっている。
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あると話された。さらに、「QUALITYOFLIFE」

については、生きることの質が重要であると話

され、生命力・成長力・生活力を育む教育につ

いて説明された。今回の事例では、Ｄ校の事例

が生命力を育む例であり、Ｃ校の事例が生活力

を育む事例であり、Ａ校の事例が成長力を育む

例であるとの指摘があった。

各事例についても、次の指摘をあった。Ａ校

の事例では、定時制で進路指導部を部として機

能させるのは困難であり、むしろ、全体で取り

組み、その全体をレベルアップすることが大切

であること。

また、生徒への指導は、具体的な指導をするこ

ろが必要であること。

Ｂ校の事例では、学校運営連絡協議会はドイ

ツ・スイス・アメリカをはじめ諸外国では実施

されており、その委員は公選であること。予算

やカリキュラムについても、その会の承認が必

要なこと。今後、地域の理解と協力なしには学

校運営は考えられないこと。

Ｄ校の事例では、'情報を共有化することの大

切さを最近の小学校であった事例を示し説明さ

Ⅲ質疑応答

ＱＡ校は、これから組織的・計画的な進路指

導に向け、どのような進路指導部を充実させ

ていくのか。

Ａ定時制課程では、ほとんどの学校で進路指

導担当者１人である。継続的・計画的な進路

指導を行うためには、１人では困難な面があ

る。当面、進路指導担当者・担任・教頭の進

路連絡会を作って部の基礎づくりをしたい。

ＱＢ校では、地域懇談会を開催している。こ

れを学校運営連絡協議会につなげていくため

に、どのように考えているのか。

Ａ地域に密着している学校とそうでない学校

がある。地域と密着し地域の｣情報が得られて

いるならば、学校運営連絡協議会の外部委員

の人選に生かすことができる。Ｂ校でも、外

部委員の人選に役立てたいと考えている。

ＱＤ校の事例で、特別補講期間以外に補習も

行うように教頭が提案をしている。負担が増

えることに教員は応じてくれた。このことを

行う苦労があったら聞かせて欲しい。

Ａ定時制では、学期末の特別補講期間だけで

は十分な指導をすることが困難である。とも

すれば指導が不十分なことで、原級留置や退

学にもつながる。補習を行うことに反対する

声もあったが、補習を行う必要性を粘り強く

指導した。今回は、Ｂだけでなく進級が危ぶ

まれる生徒全体の指導と言うことで協力を得

た。ここに至るまでは時間と根気が必要であ

った。

れた゜

(大崎高・定）

(芝商高・定）

司会上野敏雄

柏倉等

(第四商高・定）

(第一商高・定）

記録菊地芳男

加藤修

Ⅳ指導・助言

前東京都立砂川高等学校校長

佐藤允彦先生

はじめに、第６分科会のテーマが「生きる力

を育む…」ことから、「生きる力とは」「生きる

力を育むためには」「QUALITYOFLIFE」につ

いて話された。

「生きる力」とは、中教審答申の中で次のよ

うに示されている。「自分の課題を見つけ､自ら

学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よ

りよく問題を解決する資質や能力」であり、「自

らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思

いやる心や感動する心」であり、「たくましく生

きるための健康や体力」である。また、「生きる

力をどのように育むか」については、レジュメ

に６つのことを示され、これを実践することで
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２．生徒指導の体制と実態

一保護者との連携を深める生徒指導一

生徒指導研究部第２委員会

提案者小島透（足立工業）

ルになった事例をあげ、トラブルの主な原因と

それに対する教頭としての具体的な対応及び意

見を求めた。

〔事例１〕

体育の授業の時、教室で制服の財布から紙幣

を抜き取っているグループを、３人の生徒が曰

撃した。グループは３人の見ている前で堂々と

抜き取り、「お前達わかってるな｡」と３人を牽

制して出て行った。日頃の行動や生徒の証言か

ら、事件の存在と関係者の関与は間違いないと

判断し指導に入った。生徒は現金の抜き取りは

認めなかったが、自宅待機の指導には渋々従っ

た。しかし、保護者は「証拠がない」「うちの子

供を泥棒呼ばわりするのか」と否定し、指導に

抗議した。担任の一部がこれに同調し、結局学

校の指導内容を変更せざるを得なくなった。

○原因

保護者が、事実説明（確認）において、自分

の子供の言うことを信じるあまり、学校側の説

明が伝わらない。

○対応・取り組み

担任の一部が再調査を要求したため、混乱を

避けるために、目撃者と被目撃者の言うことを

等しく聞き入れる指導に、つまり、自宅待機の

指導を撤回した。

○課題

保護者が核家族化により子育ての知恵の継承

の恩恵を得られなくなっている。冷静に考え、

子供を客観的に見れば、物的証拠がなくても事

実を理解できるのに、状況証拠の説明だけでは

事実を保護者が受け入れられなくなってきてい

る。特に現金の窃盗は物的証拠をつかむことが

難しいので、今後、研究する余地がある。

〔事例２〕

お金を渡されずにパンを買いに行かされる様

な、使い走りをさせられている生徒が、パーテ

ィー券を５００円で買わされ、代金を払う曰に現

金を用意できず､罰として更に１枚３０００円で３

枚を買わされた。借金を頼まれた友人が担任に

相談したことにより「パーティー券強要を含む

いじめ事件」が発覚した。事件の概要は１日で

Ｉはじめに

本委員会では、昨年度「生徒指導の体制と実

態」を研究テーマに、これからの生徒指導の在

り方を探る研究協議を行った。その結果、①各

学校の生徒指導の体制として、生徒指導部は重

要な分掌として位置づけられているが、進んで

希望する教員は少なく、中・長期的展望に立っ

た体制作りが困難になっていること。②特別指

導の実態として、年間の特別指導件数に極めて

大きな学校差があること。多くの学校で特別指

導の指導方針等を巡り、学校と生徒・保護者と

の間で食い違いが見られたり、保護者の協力が

得られない、等の問題があること。③学校に対

する不信や不満が教育委員会に苦'情として持ち

込まれていること。特別指導のトラブルの根底

には、生徒・保護者の学校（教員）に対する不

信が原因の一つであり、学校をあげての信頼の

回復が急務であること。等が実証された。

以上の様な結果をもとに、学校の信頼の回復

を図るには、生徒の問題行動の背景を正しく把

握し、生徒の望ましい人格形成を目指し、学校

と保護者の十分な協力体制と信頼関係を作り上

げることが、大きな課題であるととらえ、昨年

度の研究テーマを引き継ぎ、新たに「保護者と

連携を深める生徒指導」を副題とし、生徒指導

の体制と実態について調査研究を行った。

Ⅱ調査の方法

昨年度の調査研究の分析結果から、

（１）保護者との対応で苦慮した具体例。

（２）保護者とのトラブルの原因について、

教頭として思いあたること。

（３）教頭として保護者との連携を深めるた

めに必要だと思われる事項。

の３点に着目し、教頭として保護者との連携

を深めるために必要な事項について、本委員会

に所属する３６名の教頭にアンケート調査を依

頼した。

Ⅲ研究の内容

（１）アンケート調査の結果と事例

アンケートでは、特別指導で保護者とトラブ
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く１〉、常の教員と保護者の関係を見直す。

日常、こまめに保護者と電話連絡をとってい

る教員は多い。しかし、内容によっては、連絡

するほど不信感を募らせる場合もある。教頭は

教員と保護者の良好な人間関係を築かせるため

保護者との接し方を指導しなければならない。

教員が保護者と接する機会を多く待てるよう

に、年間行事計画に配慮したり、学校として、

保護者や地域に対し今以上に学校の開かれた姿

勢を示すことも大切である。また、あらゆる機

会を利用して、「学校の役割・家庭の役割」等を

はっきりと伝え、保護者を啓発・援助すること

が必要である。

〈２〉特別指導時の教員の保護者に対する言動を

見直す。

①基本姿勢

教員は保護者に対しても、どこか立場的に｢指

導」する意識が潜在している場合があり、知ら

ず知らずの高姿勢の対応が、後々まで感'情を引

きずることにもなる。むしろ混乱した保護者の

気持ちを理解し、通常以上に気を使った対応を

するように指導する必要がある。

②問題行動発生時の保護者への適切な連絡、十

分な事情説明。

教員が保護者へ連絡するに当たり、その留意

点は、（イ）保護者に事実だけを伝え、'憶測や推

測でものを言わない。（□）勝手な判断で、今後

の指導内容等は伝えない。（ハ)事実関係を十分

説明し、保護者からの意見や要望等を誠意をも

って聞く、等である。これらは特別指導に関わ

る基本であり、基本を身につけていない教員や

経験の乏しい教員には、きめ細かく指導する必

要がある。

<３〉特別指導の在り方を見直す。

教員の中には特別指導を懲罰的に、いわゆる

見せしめとしてとらえる傾向も見られる。しか

し、特別指導はあくまでも指導の一環であり、

生徒個人に対する教育的配慮を払った処置であ

る。従って、保護者との協力・信頼関係にたっ

た特別指導を行うためには、特別指導の在り方

が社会通念に合致した指導措置であるかを見直

す必要がある。例えば「家庭謹慎を指導として、

家庭訪問等を行い、きめ細かく行う｡」「特別指

導○回で進路変更という、機械的な指導はしな

い」「誓約書を盾に取らない」「特別指導の意味

を保護者・生徒に十分説明し、合意の上で指導

する」等、学校の実態に合わせ、工夫して行う

必要がある。

解明され、首謀者の生徒も翌Ｒ事実を認めた。

特別指導の申し渡し後、学級保護者会を開催し

たところ、加害者の保護者はパンを買ってきて

もらっただけなのに、「いじめで謹慎なんて蝿

解できない」と生徒以上に他人のことは考えら

れない有様で、保護者会は混乱した。

○原因

保護者のいじめに対する理解が浅く、いじめ

の事件が数多く報道されていても、身近な問題

として考えられない現状がある。

学校としても、保護者への働きかけが弱い。

○対応・取り組み

クラス全体の問題として保護者会を開催し、

関係者だけの問題とせず、参加者全員が意見を

出し合い､いじめ問題についての理解を深めた。

又、説明会を開き学校の考えを説明した。

○課題

生徒も保護者も自己中心的な傾向が強くなり

つつある。学校全体として生徒の入学後に保護

者会を計画的に開催して、学校で起こる問題に

ついての理解を求める必要がある。

（２）考察

いじめや盗みは子供の健全な成長にとって看

過できない影響を及ぼす深刻な問題である。こ

れらの行為はともに卑劣であり、人間として絶

対に許されないという認識を育成する必要があ

る。家庭は、子供の人間形成に責任があり、こ

れらの問題行動は家庭教育の在り方と大きな関

わりを持っている。しかし最近は、家庭や家族

を取り巻く社会環境の著しい変化により、家庭

の教育機能が低下し、しつけが徹底しない状況

が生まれており、いじめや窓みに罪悪感を持た

ない原因の一つとして指摘できる。

これらの問題は、学校・家庭・社会が総合的

に取り組む必要があり、学校はいじめや盗難の

問題のもつ重さと、家庭の教育的役割の重要性

を再認識することを、保護者に強く求めて行か

なければならない。

（３）まとめ

特別指導を巡るトラブルの原因は、保護者側
、

の問題や、学校側の指導体制の不備等であるこ

とが多く、現状ではトラブルの発生を避けるこ

とは|末|難である。又、対症療法的対応では解決

にならない。大切なことは、保護者も指導につ

いて理解し、学校と協力・連携することによっ

て、生徒が成長することである。

以上のことより、保護者との連携を深める生

徒指導の基本を次のように考えた。
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た。現金の溶難、不正行為等は状況説明だけで

は保護者の理解が得られず、指導できないこと

がある。

＊「説明が不十分で誤解を与える」とあるが、

各学校のルールについて、特に特別指導の在り

方、進級・卒業規定については、学校の説明責

任として、きちんと保護者に説明しておく必要

がある。

＊特別指導での具体的事項

・家庭謹慎をさせても、実態として保護者は

家にいないことが多く、登校謹慎等への見直し

が必要

・保護者に対する言葉遣いには１－分配慮する。

・申し渡し時､生徒や保護者の気持ちを考え、

また、生徒を最後まで担任が指導していく姿勢

を示すためにも、担任は生徒側に座る、等の配

慮も必要である。

・謹慎といことで、保護者は学校から見放さ

れたと受け取ったり、恨みに思ったりする。家

庭での指導は親子の会話を通し、生徒と保護者

が共に在り方・生き方について考えてもらいた

い、ということを保護者に十分に説明する必要

がある。

＊教師の一人からでも、目をかけてもらってい

く４〉第三者の介在に対する、校内指導体制を見

直す。

最近は特別指導を巡って、訴訟に発展するケ

ースが増加している｡事実をもとに法的根拠(判

例等）を踏まえ、組織的に対応できる校内指導

体制を確立することが大切である。問題を指摘

された事項に関しては、事実を確認するための

指導記録、関係者や目撃者の事,情聴取の記録な

どが重要な意味を持ってくる。生徒の指導記録

は、日常からこまめにメモに残すよう、教員に

指導しておかなければならない。

Ⅳおわりに

今回、「保護者との連携を深める生徒指導｣を

副題とし、特別指導において、なぜ保護者との

トラブルが起きるのか、事例研究を行った。原

因は学校側にあるもの、保護者自身にあるもの

に分けられるが、今回は教頭として、学校側に

起因するものに注目し、討議を行った。しかし、

トラブルの元をただして行くうちに、日常の学

校経営･運営がいかに重要であるかに行きつく。

個性や特色のある学校づくりを行うことであり、

全教職員の協力体制をつくることであり、生活

指導における課題の把握と生徒の実態に応じた

指導の充実、校則の見直し、適切な運用などに

行きあたる。

こうした日常の学校の実践と努力の過程が、

保護者や地域の信頼を回復し、特別指導時のト

ラブル防止に限らず、保護者と学校の友好な関

係を築くものと、今回の研究協議を通し、改め

て学ぶものである。

ることがわかれば、生徒は立ち直ります。

(足立工業高校）

(昭和高校）

(墨田川高校）

(松が谷高校）

(忠生高校）

発表小島透

司会坂本文樹

揚村洋一郎

記録小林勝

渡部静夫

く指導助言＞

前東京都立砂川高等学校長佐藤允彦先生

○第６分科会が取り組む教員課程の「生きる力

を育む生徒指導の充実」から、（１）生きる力と

は、（２）生きる力を育むために、（３）QUALITY

OFLIFE、の３点について、レジュメをもとに

「生きる力」について講話していただく。

○研究協議について

＊各学校の特別指導の方針は、社会通念上妥当

なものか、機械的な運用になっていないか等、

十分に点検を行う必要がある。例えば、喫煙同

席の指導で、その場所や状況によっては、指導

の内容に暖昧な場合が見られる。

＊アンケート結果の中から、保護者との対応に

ついて、保護者の価値観も変化し、子供と保護

者が共に学校の指導にのらないことが多くなっ

－５］‐



委員会別参加者名簿（全曰制課程）２１４名

-５２－

管理運営研究部会（７２名）
■－

局 校教青

第１分科会 第２分科会 第３分科会

玉名 校名 氏名 校名 氏名 校名

夫
一
晃
尚
豊
勝
男
子
憲
雄
子
稔
章
勝
治
紀
夫
隆
一
二
｜
武
男
司
治
順
男
臣
子
実
昶
功
徹
一
健

道
春
征
英
幸
宏
清
葺
敏
雄
準
完
成
修
忠
一
一
靖
里

頁
達
聖
正

九
万

川
田
田
脇
間
本
官
木
間
野
島
田
田
藤
野
津
本
松
木
妻
水
高
室
古
田
藤
野
辺
田
田
崎
江
山
田

小
森
平
西
本
橋
島
鈴
閏
中
中
津
起
須
樋
舘
合
松
藤
三
吾
清
飯
山
多
町
安
松
浦
恩
町
矢
堀
平
安

橋
坂
崎
商
工
黒
順
丘
工

田
大
歳
谷

立
田

際
窪
宮
摩
泉
園
芸
工
嶋
丼

多
子

｜
赤
大
芝
羽
目
都
千
世
国
荻
鶯
豊
大
北
工
王
白
青

上野忍岡

兀

工

工

平
田
川
商
摩
和
台
谷
工
平
南
島

所
田

二
多
大
留
無
布

水
本
墨
南
町
小
第
北
東
秋
保
田
小
調
大

児
実
恵
信
満
幸
夫
介
之
行
夫
光
勉
孝
二
子
也
子
雄
幸
一
豊
枝
夫
雄
功
久
作
史
益
紘
子
敏
樹
子
晴
美

賢
智

勝
和
洋
博
利
邦
忠

賢
恵
哲
厚
孝
範
光
久
久
保
紘
公
博
充
悦
和
直
敦
政
正

美

田

澤
園
嶋
屋
田
野
原

馬
井
野
岡
永
島
村
仁
谷
木
倉
藤
田
田
口
矢
本
川
藤
邉
崎
妻
見
木
田
坂
織
田

湯
前
木
納
飯
清
萩
森
前
針
筒
小
浦
須
矢
奥
白
網
青
大
齋
竿
津
山
大
坂
櫻
佐
渡
岩
新
江
白
綿
石
綿
藤

田
台
布
宿
山
商
工
工
並
馬
北
商
工
丘
鳥
村
合
北
商
堤
南
商
森

山
調園

一
山

泉
四
浦

総海
東
川田
飾
島
士

三
小
田
新
青
第
烏
砧
杉
練
大
第
杉
向
飛
志
晴
江
台
墨
葛
向
冨

成瀬

八王子高陵

東大和南

武蔵村山東
川
川
無
山
瀬
北
東
城
津

青梅

秋

秋

村
布
中

田
東
清
調
府
稲
神

訓
郎
子
右
久
貢
美
子
孝
男
青
良
男
夫
雄
夫
子
司
俊
雄
男
一
雄
已
賢
豊
明
雄
勇
理
也
敏
二
夫
文
哲
浩

淑
一
一
尚
左
正
代
良
邦
徳
定
幸
幸
文
國
田
恒
政
幹
光
敬
紀
成

康
國
眞
琢
和
盛
通
守

洋
秀

喜
卯

川

林
山
保
田
邊
下
野
角
貫
嶋
邊
田
葉
爪
上
木
原
内
坂
野
藤
田
西
本
谷
見
井
村
林
藤
済
木
田
暮
木
田
藤

小
武
安
清
渡
山
星
正
島
矢
渡
吉
松
北
瀧
鈴
栗
塚
石
佐
近
坂
河
榎
長
初
浅
田
上
斎
百
白
和
小
鈴
柴
丹

大
羽
大
戸
新
干
冨
武
四
竹

１

ノ 、

赤

森
山宿

蔵
谷
石
羽

足立

足立新田

蔵前工

深川

/」 、

森
田
東
山
吹
歳
士
丘
商
早
川
商
立

松川

篠崎

化学工

農業

八王子東

曰野

日野台

山崎

拝島

武蔵村山東

福生

多摩工

武蔵野北

小
小
清
狛
永
府
大
小

平

平

中
島
笠

西
南
瀬
江
山
工
南
原

(３５名） (３７名） (３７名）



-５３－

研究部会（７１名） 生徒指導研究部会（７１名）

第４分科会 第５分科会 第６分科会

氏名 校名 玉名 校名 玉名 校名

司
幸
明
善
男
幸
彦
勇
廣
子
彦
巖
夫
夫
夫
栄
勉
夫
實
久
志
郎
子
夫
矢
功
作
夫
已
章
男
一
光
一

忠
眞
紀
貞
三
元
信

緯
一
兼
和
和

文
光
清
一
晴
康
誠
公
康
正
國
進
正
高

敬
勇

保

橋
口
嶋
部
本
兼
丼
槻
下
木
水
志
崎
沢
藤
際
分
藤
山
島
村
岡
丼
本
藤
口
久
内
藤
佐
口
崎

石
野
矢
木
橋
吉
村
英
寶
山
亦
清
野
山
増
佐
山
國
伊
古
長
辻
河
富
向
坂
佐
池
小
竹
近
伊
山
宮

曰比谷

南

蒲田

芸術

小石川工

園芸

明正

丼

西
ヨイー

早

大泉学園

田柄

豐島
■－

局 島

牛込商

上野

竹台

淵江

両国

本所

城東

江

紅

Ｆ１

葉

)'’

１|’

片倉

八王子北

館

東大和南

青梅東

五Ｒ市

久留米

久留米西

小金井工

神代

府中

新島

深
次
雄
昭
謙
雪
雄
治
郎
志
男
夫
一
繁
雄
一
俊
文
一
利
博
彦
男
雄
男
子
雄
哲
道
一
一
治
隆
雄
明

正
守
良

保
幸
清

－
孝
茂
邦
慎
勝
衛
正
喜
紘
利
征
靭
公
三
富

づ
重
正
敬
健
周
澄
文
和

志
里

信

内
木

村
田
暮
山
本
河
澤
村
藤
々
野
川
山
田
又
井
井
島
澤
丼
辺
川
暮
環
島
田
谷
野
士
原
石
藤
村
藤
打

苗
富
木
上
橋
大
塩
木
齋
佐
梶
大
森
篠
菅
川
藤
中
大
福
渡
相
小
諸
川
内
渋
小
河
清
明
進
中
佐
手

潮
谷
工
場
川
沢
木
福
工
芸
北
野
山
商
岡
西
商
野
飾
岩
工
商
摩
田
工
川
摩
林
芸
寺
北
東
麿
西
商

州
々
野

袋
立
川
飾
葛
島
三
多
津
田

農穂
分
井金
瀬
中
五

八
雪
鮫
駒
玉
深
代
永
中
農
城
北
大
池
忍
足
荒
葛
南
小
向
第
南
野
町
砂
多
農
瑞
国
小
清
三
府
第

隆
一
昭
秋
美
通
一
雄
久
一
公
郎
隆
文
功
樹
夫
透
郎
夫
聡
吉
篤
宣
子
勝
夫
朗
三
樹
男
夫
毅
生
一
郎

賢
英
千
正
忠
吏
幸
勝
栄
二
文
伴
友
直
和

静
萬
章
篤
静
靖
雄
文
壽
幸
弥
淳

洋
頁

枝
円
川
井
中
江
本
住
濱
村
林
島
井
部
浅
部
塚
島
村
胡
林
丼
井
植
藤
林
部
宮
戸
本
倉
本
補
岩
谷

三
依
相
照
田
堀
山
久
今
島
小
宮
広
服
湯
磯
石
小
揚
多
小
逆
玉
柘
工
小
渡
間
三
坂
星
小
岡
三
栗
千

九
城
港
広
松
桜
市
石
光
桜
練
文
板

ケ 谷
神
水
馬

段
南
工
尾
原
町
商
井
丘
商
工
京
橋

北豊島工

曰本橋

足立束

荒川 ［

足立工

墨田川

江
葛
深
葛
江
松
忠

東

東

西

川

飾

東

が

Ｌ
工
商
商
商
谷
生

八王子工

立川

昭和

羽村

東村ⅡI西

武蔵

国立

南野

農業

(３４名） (３５名） (３６名）



分科会別参加者名簿（定時制・通信制課程）１０４名

学[入

-５４－

第一委員会（管理運営） 第二委員会（教頭の職務） 第三委員会（教員課程）

学区 ｛氏名 校名 氏名 校名 氏名 交名

1

２

３

４

５

６

多摩

太田正行

及川良一

石坂康倫

澤海富保

山野井高男

赤羽克己

夫
一
邦
平

川
中

古
田

酒井定克

永井克昇

小澤時男

治
紀

定
善

石
本
明
榎

芳
徹
夫

克
則

藤
屋
藤

佐
土
佐

樹
弘
透
廣

直
士
ロ

田
野
中
田

篠
大
田
和

雪谷

九段

八潮

新宿

新宿山吹

松原

鶯宮

農芸

川
商
京

石
込

小
牛
文

上野

荒)|｜工
川
川
岩

田
一
Ｐ

墨
江
小

町田

八王子工

富士森

神代

土肥信雄

木蟇守雄

豊田善敬

金子勉

勝
昇
健

藤佐
岡
森

小林三代次

能智功

金城和貞

大井俊博

藤原成憲

荒)|’兼
▲

内田和博

佐藤光
▲

村越和弘

渡辺洋

井上隆

仙田直人

谷島昭

浅井嘉平

小山台

鮫州工

羽田工

大島

青山

桜町

世田谷工

富士

中野工

向丘

北園

大山

江北

上野忍岡

深川

東

葛飾商

川
商
商
林

五

立
第
第
農

工藤邦敏

松野下健健

神津良雄

山田貢佑

渡辺喜市

佐藤正博

原田明

星野秀文

長津平

長津美明

橋本徹

吉澤郁生

小林洋司

島田悦郎

玉井篤

田中幸治

山崎廣道典
夫
郎
雄

幸
木
二
和

真
健

］
風

澤
良
十

星
黒
相
五

港工

曰比谷

八丈

園芸

小石)||工

新宿１１｣吹

世田谷地区

チャレンジ

荻窪

杉並

北野

工芸

城北

荒川商

国
商
商
飾

川
島
葛

両
深
向
南

北多摩

五日市

奥多摩分

久留米

合計 ２０名 ２１名 ２１名



－５５－

第四委員会（新高校像） 第五委員会（特別課題）

氏名 校名 氏名 校名

天野秀人

北澤道夫

大平
▲

男

田

大森

橋

上野敏雄

赤羽根行雄

柏倉均

大崎

羽田

芝商

1６

矢作洋

五百秀治

苓我憲治

新宿山吹

都立大付属

代々木

修
勲
博

←
勝
田
川

加
内
浅

商
山
正

第
戸
明

1０

石関 兀

青木伸道

四谷商

石神丼

長島良夫

菊地芳男

大泉

第四商

1０

水谷禎憲

鈴木敏夫

佐藤清親

宇田川敏昭

豊島

池袋商

壬子Ｉ

北チャレン

大野和夫

束信幸

濁川富雄

北豊島工

赤羽商

飛 」鳥

1６

高木克

uI崎茂

墨工月｜島

足立

戸谷賢司

高橋進

蔵前工

合東商

９

栗H］博康

竹村精治

松井昭夫

向島工

墨田Ｔ

農産

坂井秀敏

鳥居雄司

田中賢

中川恵

第三商

本所工

小松川

葛西南

1７

秋
夫
二
男

敏
泰
孝
英

烏
山
水
田

大
米
清
米

瑞穂農芸

農業

小金井’二

武蔵

清水一一幸

小暮正利

八木一正

室伏哲郎

麿
摩
和
生

多

三
南
昭
福

2０

２１名 ２１名 1０４



全曰制・定時制高等学校教頭会

研究協議会のあゆみ

昭和４５年度本研究協議会第１回開催於、箱根（１泊２日） ②[~ｦE亭~:~嵩1麦W;『事司
４６年度当日は「発表要旨｣、事後に「研究集録」を発行。

（教育庁指導部編集）

４８年度全日制教頭会研究部会を設置（規約改正)。

教育庁より教育研究団体会費を受け､「研究集録」を倉Ⅲ刊、ｅＦ〒ﾗｒＴﾗｰﾖ丁夛１
現在に至る。

５１年度研究協議会都立教育研究所にて２曰間の日程に変更。②[~蔀一栗濡而安棗可
５８年度教育庁指導部編「発表要旨」・「研究集録」の発行は取りやめ。

定通教頭会「教頭発表資料」創干'１，現在に至る。 ｅ[~蔀一粟;ii額万;て棗１
６０年度全定教頭会合同「研究協議会報告」倉Ｉ刊。

平成１１年度第１５号を発行。

平成４年度研究協議会日程１日のみに変更。

１１年度 同日程半日に変更。 。[~蔀豆嵩耐章司
（平成１１年事務局調）

りう弓Ｚ４Ｄ

-５６－
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編集後記

○今年は諸般の事情で、この教頭研究協議会は、午後のみ半日の日程で行われることになった。前半は例

年にも増して、熱心な研究発表がおこなわれ、後半は、佐藤高校教育指導課長、大崎学務部教育課長、加藤

指導部主任指導主事の各先生から、これからの都立高校の諸課題、諸施策についてのお話があり、その中で

私立高校との共存が説かれたが、設置者の思いや教育方針などの違いをどのように解決していったら、理想

的な教育環境が整えられるのかという素朴な疑問が残った。

○本冊子の編集意図は、都立高校の今日的教育課題について、全・定通の研究部各委員会から発表された

報告をまとめ、その結果の共有を図ることにある。本年度、定通から編集の意義について基本的な疑義が提

起され、検討もされたが、最終的には協力して編集ができることになったのは、誠に喜ばしい限りである。

全日制であれ、定時制・通信制であれ、課程の差異を越えて、抱える諸課題についてお互いに情報交換し、

それを冊子としてまとめることには、大きな意味があると思う。今年度の研究には、都立高校の閉鎖性を打

破すべく東京都教育委員会が進めているさまざまな施策に関連する発表もあった。これから本格実施を迎え

る「学校運営連絡協議会」などがその－つであるが、学校によってはまだまだ、教職員の理解が得られず、

実施に向けて苦労しているが、都民の信頼を取り戻す－つの方策として、大いに推進していかねばならない

と思う。

○「研究部各委員会への参加者が少なくて｣、と言う声は今年も随所で聞かれた。本部役員としても、無視

できない重要な問題提起と捉え、原因の分析を行った。１つには所属する委員会が本人の希望に関係なく割

り当てられる、２つには学校によっては出張しにくい雰囲気があるということであった。これらについては、

それぞれの場面で工夫することにより、解決できる問題も含まれているので、教頭会としては関係諸機関に

働きかける共に、教頭個人としても遠慮なく、意思表示をする必要があるという結論になった。また、出席

できなくても、アンケートへの協力あるいは学区の中での意見交換などで間接的に協力する姿勢は持ちたい

ものである。

○最後に、本研究の発表に当たって、都教育委員会あるいは指導助言の校長先生方に多大なるご指導を賜

り、また、企画・運営に快くご協力いただいた指導主事の先生方に心より御礼申し上げます。更には、本冊

子の発刊に際し、お忙しい中にもかかわらず原稿書きにご協力いただいた教頭先生方および常日頃大変お世

話になっている事務局の先生方、本当にありがとうございました。

都立高等学校教頭会副会長

府中高校教頭山口正光

都立高等学校教頭研究協議会

研究協議会報告
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